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は じ め に

日本の社会が、急速な少子高齢化という大変深刻な問

題に直面する中、次代を担う子どもたちが、心身ともに

健やかに成長することは社会共通の願いであります。

近年、核家族化や地域での人間関係の希薄化などによ

り、家庭や地域での子育て力が低下していると言われて

おり、子どもを取り巻く環境や子育て環境は大きく変化

しております。

こうした中、質の高い幼児期の学校教育や保育の総合的な提供、地域の子育て支

援の量的拡充や質の向上を進めていくための「子ども・子育て支援法」が制定され

たことに伴い、御殿場市においても「御殿場市子ども・子育て支援事業計画」を策

定しました。

この計画では、「地域（みんな）でつなぐ子育ての輪～未来はぐくむ御殿場プラ

ン～」を基本理念として、「御殿場市次世代育成支援対策行動計画」の一部を継承

するとともに、子どもが等しく、心身ともに健やかに育つよう、教育・保育、地域

の子育て支援の拡充や質の向上に向けた取組を積極的に推進していくことになり

ます。

今後は、「真の子育て支援日本一」を目指して、子育てしやすい環境をより一層

充実させていくために、国、県をはじめ、地域、関係団体などと連携を図りながら、

本計画の着実な実施に努めてまいります。市民の皆様の更なる御理解と御協力を賜

りますようお願い申し上げます。

最後になりましたが、本計画策定にあたり「御殿場市子ども・子育て会議」の委

員の皆様の御尽力に感謝するとともに、広く御意見をいただきました市民の皆様、

事業者等の皆様に心からお礼申し上げます。

平成 年 月

 

御殿場市長 若 林  洋 平 
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第１章 計画策定にあたって

１ 計画策定の目的

急速な少子高齢化の進行は、就労環境の変化をはじめ、地域社会の活力の低下、結婚や子

どもを生み育てることに対する意識等の変化をもたらしています。御殿場市においても、子

どもや子育て家庭を取り巻く環境は大きく変化しており、子育てを社会全体で支援していく

ことが必要となっています。

このような状況の中、国においては、次代の社会を担う子どもを健やかに生み育てる環境

整備を図るため、平成 年に「次世代育成支援対策推進法」を制定し、次世代育成に向け

た取組を進めてきました。その後、平成 年１月には「子ども・子育てビジョン」を閣議

決定し、子ども・子育て新システム検討会議を設置、幼保一体化を含む新たな次世代育成支

援のための包括的・一元的な制度（子ども・子育て支援新制度）の構築について検討が始ま

りました。

子ども・子育て支援新制度では、「子どもの最善の利益」を実現する社会を目指すことを

前提に、従来の子育て支援に関する制度や財源を一元化して新しい仕組みを構築し、幼児期

の学校教育・保育の一体的な提供、保育の量的拡充、家庭における養育支援等を総合的に推

進していくことを目指しています。

子ども・子育て支援新制度は平成 年度から開始されることから、新しい制度運用を円

滑に推進できるよう、認定こども園、幼稚園、保育所を通じた共通の新たな給付や、「就学

前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（以下「認定こども園

法」といいます。）」の見直し・改正等が盛り込まれた「子ども・子育て関連３法」が平成

年に制定されています。

今後は、子育てに対する孤立感や負担感を抱える家庭への支援をはじめ、結婚や出産・子

育てしやすい環境づくりなど、子どもを生み育てることをめぐる諸課題を解決するため、子

ども・子育て支援新制度に基づき、「質の高い幼児期の学校教育・保育の総合的な提供」「保

育の量的拡大・確保」「地域の子ども・子育て支援の充実」に向けた取組を推進することが

必要です。

このため、子ども・子育て関連３法に基づく新たな子ども・子育て支援制度の下で、教育・

保育、地域の子育て支援の充実を図るため、５年を一期とする「御殿場市子ども・子育て支

援事業計画」を策定し、計画的に給付・事業を実施するものです。

【子ども・子育て関連３法】

○子ども・子育て支援法 
○認定こども園法の一部改正法 
○子ども・子育て支援法及び認定こども園法の一部改正法の施行に

伴う関係法律の整備等に関する法律
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２ 計画の性格と位置づけ

本計画は、子ども・子育て支援法第２条（基本理念）を踏まえ、同法第 条の規定に基づ

き策定します。

３ 計画の期間

本計画は、平成 年度から平成 年度までの５年を一期として策定します。

また、本計画における施策が、社会情勢の変化の中で効果的に実現するよう進捗状況を

管理するとともに、基本指針に基づき、計画期間の中間年を目安として、必要に応じて計

画の見直しを行うなど弾力的な対応を図ります。

【計画の期間】

平成

年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度

【子ども・子育て支援法から抜粋】 
（市町村子ども・子育て支援事業計画） 
第六十一条 市町村は、基本指針に即して、五年を一期とする教育・保育及び地域子ども・

子育て支援事業の提供体制の確保その他この法律に基づく業務の円滑な実施に関する

計画（以下「市町村子ども・子育て支援事業計画」という。）を定めるものとする。 

次世代育成支援対策行動計画

＜前期計画＞
次世代育成支援対策行動計画

＜後期計画＞

子ども・子育て支援事業計画

推進期間 

見直し

見直し

中間
見直し
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第２章 御殿場市の子育て家庭を取り巻く環境

１ 人口及び世帯の状況

（１）人口

国勢調査等にみる本市の人口は増加しており、昭和 年当時と比べると、平成 年の総

人口は 人増加しています。一方、人口の伸び率は、平成 年では一旦、上昇してい

ますが、全体的には低下傾向となっています。

【総人口と伸び率】

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：国勢調査、平成 年は住民基本台帳（９月 日現在）

 
【年齢３区分別人口構成比率】

年齢３区分別の人口構成比率

は、０～ 歳の年少人口比率と

～ 歳の生産年齢人口比率

は低下傾向にあり、 歳以上の

老年人口比率は年々上昇してい

ます。平成 年の年少人口比率

は昭和 年の約６割に低下、逆

に老年人口比率は約 倍となっ

ており、少子高齢化が進んでいる

といえます。

 
 

資料：国勢調査、平成 年は住民基本台帳（９月 日現在）

注）百分率は、小数第２位を四捨五入しているため、個々の比率の合計が ％にならないこともあります。
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５歳階級別の人口構成は、男女ともに ～ 歳、 ～ 歳の構成数が多く、 ～

歳で少なくなっています。また、 歳以上の女性は男性の約 倍となっており、人口ピ

ラミッドの形としては、変形つぼ型となっています。

【人口ピラミッド】

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：住民基本台帳 平成 年９月 日現在

小学校６年生までの児童（０～ 歳児）の人口の推移をみると、ここ５年間は微減傾向

で、平成 年度では 人となっています。平成 年度と比較すると 人の減少

となっています。

【０～ 歳児人口と伸び率】

 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：住民基本台帳 各年度３月 日現在
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（２）人口動態

本市のここ５年間の出生数と死亡数の推移をみると、出生数は平成 年度以降減少傾向

にありましたが、平成 年度で増加に転じています。一方、死亡数は平成 年度以降増

減を繰り返し、平成 年度は 人となっています。

転入数は増減を繰り返してはいるものの、平成 年度では 人と、平成 年度に

比べ 人増加しています。転出数は平成 年度以降増加傾向にあり、平成 年度は

人となっています。

また、婚姻・離婚件数については、婚姻件数は平成 年度は 件を超えていました

が、平成 年度には 件となっています。一方、離婚件数は 件弱で推移しています。

 
【出生数と死亡数】 【転入数と転出数】

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：主要施策報告書 各年度３月 日現在

 
 

【婚姻・離婚件数】

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：主要施策報告書 各年度３月 日現在
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（３）世帯構造

国勢調査等にみる本市の総世帯数は増加していますが、１世帯あたりの親族人員は減少

しており、平成 年以降は３人を下回り、平成 年では 人となっています。

また、世帯構成比率をみると、単独世帯の割合が上昇し、その他の親族世帯の割合がそ

の分低下しています。

【総世帯数と１世帯あたりの親族人員】

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：国勢調査、平成 年は住民基本台帳人口（９月 日現在）

 
 

【世帯構成比率】

 
 
 
 
 
 
 
 

資料：国勢調査
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２ 産業と就労状況

（１）就業人口

国勢調査にみる全体の就業人口は増加していますが、 代や 代の就業人口は平成

年よりも平成 年の方が減少しています。

また、産業別就業人口比率の推移をみると、第三次産業の割合が上昇しており、平成

年と平成 年では約３分の２を占めています。

 
【年齢層別就業状況】

（人）

平成 年 平成 年

全体 男性 女性 全体 男性 女性

総 数

～ 歳

～ 歳

～ 歳

～ 歳

～ 歳

～ 歳

～ 歳

～ 歳

～ 歳

～ 歳

歳以上

資料：国勢調査

【産業別就業人口比率】

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：国勢調査

6.8

5.5

4.2

4.2

3.1

3.3

2.4

31.8

36.0

36.9

33.8

33.3

29.3

28.5

61.4

58.5

58.9

62.0

63.0

66.9

64.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.6

0.6

5.0

0% 25% 50% 75% 100%

昭和 年

昭和 年

平成２年

平成７年

平成 年

平成 年

平成 年

第一次産業 第二次産業 第三次産業 分類不能



 

 8 

 
 

平成 年の国勢調査における女性の年齢別就業率をみると、結婚、出産、育児のため一

度就業を退き（ ～ 歳）、子育てが一段落したころに再び就業する（ 歳以降）とい

う、いわゆる「 字曲線」がはっきりとみられます。

また、静岡県とはさほど差はみられませんが、国と比べるとすべての年齢層において高

い就業率となっており、そのぶん ～ 歳のＭ字の谷の部分が深いといえます。

 
【女性の年齢別就業率】

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：国勢調査（平成 年）
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３ 子育て支援に関する状況

（１）認可保育所

本市の保育所は、平成 年度時点で、公立保育所が９か所、私立保育所は８か所となっ

ており、入所率は公立、私立ともに ％を超えています。

なお、平成 年度には、公立保育所から認定こども園への移行が１か所、私立保育所の

新設が１か所ありました。その結果、平成 年度では、公立保育所が８か所、私立保育所

が９か所、公立認定こども園が１か所となっています。

 
【入所児童数及び入所率】

平 成

年度

平 成

年度

平 成

年度

平 成

年度

平 成

年度

公
立

保育所数（か所）

定員数 （人）

入所児童数（人）

入所率 （％）

私
立

保育所数（か所）

定員数 （人）

入所児童数（人）

入所率 （％）

資料：子ども育成課 各年度３月１日現在

 
【入所率の推移】
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（％）
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（２）その他保育サービスの状況

ごてんば・おやまファミリー・サポート・センター及び地域子育て支援センターの状況

は、以下のとおりとなっています。

【ごてんば・おやまファミリー・サポート・センターの状況】

平 成

年度

平 成

年度

平 成

年度

平 成

年度

平 成

年度

委託会員（依頼会員） （人）

受託会員（提供会員） （人）

委受託会員（両方会員）（人）

利用件数 （件）

資料：子ども育成課（子ども家庭センター） 各年度３月 日現在

【地域子育て支援センター】

開設場所 地域子育て支援センター名 所在地

子ども家庭センター 萩原

公立保育所

東保育園 ミッキーハウス 東田中

西保育園 ちびっこランド 萩原

原里第１保育園 ぴょんぴょんランド 川島田

原里第２保育園 このゆびとまれ 神場

玉穂第１保育園 にこにこランド 茱萸沢

玉穂第２保育園 ぽけっとらんど 中畑

高根第１保育園 わくわくランド 塚原

高根第２保育園 なかよしひろば 上小林

私立保育所

高根学園保育所 さんかく屋根ひろば 西田中

すみれ保育園 すみれらんど 竈

富岳保育園 ハッピーランド 大坂

双葉保育園 わんぱくランド 保土沢

萩原保育園 すくすくらんど 萩原

神山保育園 ラポールの広場 神山

みなみ保育園 いちごミルク 萩原追分

とらのこ保育園 プチとらパーク 川島田

みらい保育園 みらいランド 新橋

認定こども園 印野こども園 なかよしランド 印野

公立幼稚園

御殿場幼稚園 おひさまぽかぽか広場 二枚橋

富士岡幼稚園 なかよし広場 中清水

竈幼稚園 にこにこ広場 竈

神山幼稚園 くすのき広場 神山

原里幼稚園 わくわくランド 川島田

玉穂幼稚園 わいわい広場 中畑

原里西幼稚園 ひよこクラブ 板妻

森之腰幼稚園 にこにこクラブ 川島田

私立幼稚園
御殿場聖マリア幼稚園 ちびっこ天使の会 新橋

みなみ幼稚園 みなみパーク 萩原追分

資料：子ども育成課（子ども家庭センター）、教育総務課 平成 年４月１日現在
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（３）幼稚園の状況

本市の幼稚園は、公立幼稚園が８か所、私立幼稚園は２か所となっています。在園率は、

公立幼稚園は平成 年度をピークに低下傾向にあり、私立幼稚園は ％前後で推移して

いますが、平成 年度は平成 年度よりも低下しています。

 
【在園児童数及び在園率】

平 成

年度

平 成

年度

平 成

年度

平 成

年度

平 成

年度

平 成

年度

公
立

幼稚園数（か所）

定員数 （人）

在園児童数（人）

在園率 （％）

私
立

幼稚園数（か所）

定員数 （人）

在園児童数（人）

在園率 （％）

資料：子ども育成課 各年度５月１日現在

 
【在園率の推移】
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（４）小学校の状況

小学校数は、平成 年度現在 校（分校を含む。）となっています。

また、児童数は各年度・学年で増減の幅はみられますが、合計人数は毎年度ほぼ横ばい

となっています。

【小学校数・小学校児童数】

平 成

年度

平 成

年度

平 成

年度

平 成

年度

平 成

年度

平 成

年度

小学校数（校）

（分校含む）

１年生（人）

２年生（人）

３年生（人）

４年生（人）

５年生（人）

６年生（人）

合 計

資料：学校教育課 各年度５月１日現在

 

（５）放課後児童教室の状況

放課後児童教室は、平成 年度に１教室が分割され、市内で全 か所となっています。

利用児童数は毎年度増加傾向にあります。

【放課後児童教室実施状況】

平 成

年度

平 成

年度

平 成

年度

平 成

年度

平 成

年度

平 成

年度

放課後児童教室 （か所）

放課後児童教室利用児童数（人）

資料：子育て支援課 各年度５月１日現在

 

（６）母子保健事業等の状況

母子保健手帳の交付件数は、平成 年度以降、減少傾向となっており、平成 年度は

件となっています。

【母子保健手帳の交付件数】

平 成

年度

平 成

年度

平 成

年度

平 成

年度

平 成

年度

母子健康手帳の交付（件）

資料：主要施策報告書 各年度３月 日現在
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各種乳幼児健康診査（集団）に関しては、毎年度、どの健診においても受診率はおおむ

ね ％を超え、高い受診率を維持しています。

【乳幼児健康診査の受診状況】

平 成

年度

平 成

年度

平 成

年度

平 成

年度

平 成

年度

４か月児

健康診査（個別）
受診者 （人）

６か月児

健康診査（集団）

受診者 （人）

受診率 （％）

１０か月児

健康診査（個別）
受診者 （人）

１歳６か月児

健康診査（集団）

受診者 （人）

受診率 （％）

３歳児

健康診査（集団）

受診者 （人）

受診率 （％）

資料：主要施策報告書 各年度３月 日現在

 
健康教育事業は以下のとおりとなっています。参加状況は、各事業によって異なります。

【健康教育事業の実施状況】

事業名称
平 成

年度

平 成

年度

平 成

年度

平 成

年度

平 成

年度

プレママ学級

（妊婦教室）

実施回数 （回）

参加者数（実）（人）

参加者数（延）（人）

離乳食と

乳歯の話

実施回数 （回）

参加者数 （人）

赤ちゃんｾﾐﾅｰ

離乳食講習会

実施回数 （回）

参加者数 （人）

のびのび教室
実施回数 （回）

参加者数 （組）

おやこ

食育教室

実施回数 （回）

参加者数 （組）

両親学級
実施回数 （回）

参加者数 （人）

パクパク教室
実施回数 （回）

参加者数 （人）

資料：主要施策報告書 各年度３月 日現在
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保健指導、相談事業は以下のとおりとなっています。個別相談では、臨床心理士による

心理相談を実施しています。

【保健指導、相談事業の実施状況】

事業名称
平 成

年度

平 成

年度

平 成

年度

平 成

年度

平 成

年度

幼児事後指導
実施回数 （回）

参加者数（実）（人）

個別相談

（心理個別）

実施回数 （回）

相談者数（実）（人）

乳幼児健康相談
実施回数 （回）

相談者数（延）（人）

２歳児健康相談

ﾌﾞﾗｯｼﾝｸﾞ指導

受診者 （人）

受診率 （％）

資料：主要施策報告書 各年度３月 日現在

 
訪問指導事業は以下のとおりとなっています。

【訪問指導事業の実施状況】

事業名称
平 成

年度

平 成

年度

平 成

年度

平 成

年度

平 成

年度

赤ちゃん訪問（新生児）（件）

未熟児訪問 （件）

乳幼児訪問 （件）

※１）対象：母子健康手帳交付時に配布している「新生児出生通知書」の提出及び未熟児等で病院等から

訪問依頼のあった者、その他必要に応じて訪問指導を要する者。 
※２）時期：随時 資料：主要施策報告書 各年度３月 日現在 
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（７）その他の状況

家庭児童相談の合計件数は、平成 年度より急激に増加し、以降高止まりとなっていま

す。件数が急増した要因としては、要保護児童対策地域協議会が設置されたことにより、

保育所、幼稚園、学校等の関係機関との連携が強化され、要保護児童に関する情報の共有

化が進んだことが考えられます。相談種別でみると、虐待に関する相談が大きな伸びをみ

せているとともに、全体での割合の多くを占めています。また、児童の養育についての経

済的問題、養育に欠ける問題等児童をめぐる環境条件に関する相談である環境福祉の件数

も多くなっています。

【家庭児童相談 相談件数の推移】

平 成

年度

平 成

年度

平 成

年度

平 成

年度

平 成

年度

性格・生活習慣等（件）

知能・言語 （件）

学校生活 （件）

非 行 （件）

虐 待 （件）

家族関係 （件）

環境福祉 （件）

心身障害 （件）

その他 （件）

合 計

資料：主要施策報告書 各年度３月 日現在

 

虐待の通告件数は、平成 年度以降、 件以上で推移しており、平成 年度には

件となっています。

【虐待通告件数の推移】

平 成

年度

平 成

年度

平 成

年度

平 成

年度

平 成

年度

通告件数 （件）

延べ対応件数 （件）

資料：子育て支援課 ３月 日現在
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民生委員児童委員の状況は以下のとおりとなっています。

【民生委員児童委員の状況】

平 成

年度

平 成

年度

平 成

年度

平 成

年度

平 成

年度

民生委員児童委員による相談件数 （件）

民生委員児童委員数（主任児童委員を含む）（人）

男性委員数 （人）

女性委員数 （人）

１人あたり担当世帯数 （世帯）

資料：社会福祉課 各年度３月 日現在

 
 

地域活動については以下のとおりとなっています。

【地域活動の実施状況】

名称
平 成

年度

平 成

年度

平 成

年度

平 成

年度

平 成

年度

平 成

年度

子ども会
子ども会数（会）

人数 （人）

ボーイスカウト
団体数 （団体）

人数 （人）

ガールスカウト
団体数 （団体）

人数 （人）

スポーツ少年団
団体数 （団体）

人数 （人）

母親クラブ
団体数 （団体）

親子数 （組）

資料：子ども育成課（子ども家庭センター）、文化スポーツ課

各年度４月１日現在（スポーツ少年団のみ各年度６月 日現在）
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４ 御殿場市子ども・子育て支援事業ニーズ調査結果からみる

教育・保育事業等に対するニーズ

■ 調査の概要

① 調査目的

本計画で確保を図るべき教育・保育その他の子育て支援の「量の見込み」を算出する

ため、小学生までの児童を持つ保護者を対象に、教育・保育その他の子育て支援に関す

る「現在の利用状況」や「今後の利用希望」を把握することを目的として「御殿場市子

ども・子育て支援事業ニーズ調査（以下「ニーズ調査」といいます。）」を実施しました。

② 調査設計

未就学児童 就学児童

調 査 対 象
市内に在住（平成 年 月 日現在）の

就学前の子どもの保護者

市内に在住（平成 年 月 日現在）の

就学している子どもの保護者

標 本 数 人 人

有効回収数 ※ 人 人

有効回収率 ％ ％

調 査 期 間 平成 年 月 日～ 月 日

※ 有効回収数とは、回収数のうち無記入や拒否等の無効票数を除いた数

③ 調査回答者の子どもの年齢・学年

項目 合計 ０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 無回答

未就学児童

対象者数 （人）

回答者数 （人）

構成比 （％）

回収率 （％）

項目 合計 １年生 ２年生 ３年生 ４年生 ５年生 ６年生 無回答

就学児童

対象者数 （人）

回答者数 （人）

構成比 （％）

回収率 （％）

④ 調査結果の見方

○回答率（％）は、その質問の回答者数を基数として算出し、小数点以下第 位を四捨五入し

ています。したがって、比率の数値の合計が ％ちょうどにならない場合があります。

○回答の比率は、その設問の回答者数を基数として算出しました。したがって、複数回答の設

問はすべての比率を合計すると ％を超えることがあります。

○グラフ中の「Ｎ（Ｎｕｍｂｅｒ ｏｆ ｃａｓｅの略）」は基数で、その質問に回答すべき人

数を表しています。

○選択肢の文章が長い場合、グラフ上では省略して表記していることがあります。
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■ 調査結果の概要

（１）日ごろ、子どもを預かってもらえる人

日ごろ、子どもを預かっ

てもらえる人については、

未就学児童、就学児童とも

に「緊急時もしくは用事の

際には祖父母などの親族に

みてもらえる」、「日常的に

祖父母などの親族にみても

らえる」が多く、祖父母な

どの親族にみてもらえる人

が多くなっています。

（２）子育てについての相談場所

子育てについての相談場所については、未就学児童、就学児童ともに「いる／ある」が

８割以上を占め、その相談先では、「祖父母などの親族」、「友人や知人」が多く、次いで「保

育所」や「幼稚園」、「学校」等の保育・教育施設が２割程度となっており、公的機関への

相談は低い結果となっています。

日常的に祖父母などの親族にみて
もらえる　　　　　　　　　　　

緊急時もしくは用事の際には　　
祖父母などの親族にみてもらえる

日常的に、子どもをみてもらえる
友人・知人がいる　　　　　　　

緊急時または用事の際には子ども
をみてもらえる友人・知人がいる

いずれもいない

無回答

未就学児童

就学児童

未就学児童

就学児童

いる／ある いない／ない 無回答

祖父母などの親族

友人や知人

近所の人

子ども家庭センター・ＮＰＯ

保健所・保健センター

保育所

幼稚園

学校

民生委員・児童委員

かかりつけの医師

市の子育て関連担当窓口

その他

無回答

未就学児童

就学児童

相談先は・・・

（％）

（％）
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（３）母親の就労状況

未就学児童では「以前は就労していたが、現在は就労していない」が４割以上で最も多

く、就学児童では「パート・アルバイト等で就労しており、産休・育休・介護休業中では

ない」が４割以上で最も多くなっています。

パート・アルバイト等で就労している方のフルタイムへの転換要望をみると、未就学児

童、就学児童ともに『フルタイムへの転換希望がある』人は３割以上となっており、その

割合は、未就学児童が就学児童をやや上回っています。

また、就労していない母親の今後の就労希望では、就学児童で「すぐにでも、もしくは

１年以内に就労したい」が４割近くを占め、未就学児童を ポイント上回る結果となっ

ており、未就労者の中でもすぐに就労を希望する人が多いことが分かります。

 

未就学児童

就学児童

フルタイムで就労しており、産休・育休・介護休業中ではない
フルタイムで就労しているが、産休・育休・介護休業中である
パート・アルバイト等で就労しており、産休・育休・介護休業中ではない
パート・アルバイト等で就労しているが、産休・育休・介護休業中である
以前は就労していたが、現在は就労していない
これまで就労したことがない
無回答

未就学児童

就学児童

フルタイムへの転換希望があり、実現できる見込みがある
フルタイムへの転換希望はあるが、実現できる見込みはない
パート・アルバイト等の就労を続けることを希望
パート・アルバイト等をやめて子育てや家事に専念したい
無回答

未就学児童

就学児童

子育てや家事などに専念したい（就労は希望しない）
１年より先、一番下の子どもが大きくなったら就労したい
すぐにでも、もしくは１年以内に就労したい
無回答

※フルタイム＝１週５日程度・１日８時間程度の就労

※パート・アルバイト等＝「フルタイム」以外の就労

＜フルタイムへの転換希望（パート・アルバイト就労者）＞

＜今後の就労希望（未就労者）＞
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（４）育児休業の取得状況

育児休業を取得した人は、母親では２割以上であるのに対し、父親では１割未満となっ

ています。育児休業を取得していない人の理由をみると、父親では「制度を利用する必要

がなかった」や「仕事が忙しかった」が多く、子どもが生まれたときに、母親が育児休業

を取得もしくは退職して子育てを行い、父親は生まれる前の就労形態を継続している人が

多い結果となっています。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

母親

父親

働いていなかった 取得した（取得中である） 取得していない 無回答

育児休業を取りにくい雰囲気があった

仕事が忙しかった

（産休後に）仕事に早く復帰したかった

仕事に戻るのが難しそうだった

昇給・昇格などが遅れそうだった

収入減となり、経済的に苦しくなる

保育園などに預けることができた

夫（妻）が育児休業制度を利用した

制度を利用する必要がなかった

子育てや家事に専念するために退職した

職場に育児休業の制度がなかった

育児休業の取得要件を満たさなかった

育児休業を取得できることを知らなかった

休暇を取得できることを知らず、退職した

その他

無回答

母親

父親

（％）
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（５）平日の定期的な教育・保育の事業の利用状況

子どもの現在の定期的な教育・保育の事業については、「利用している」が６割以上を

占め、その利用事業をみると、「認可保育所」が半数以上、次いで「幼稚園（通常の就園

時間の利用）」が４割以上となっています。

今後の利用意向をみると、現在の利用事業と同様に「幼稚園（通常の就園時間の利用）」

及び「認可保育所」が多くなっている一方で、「幼稚園の預かり保育」、「認定こども園」

への意向も高くなっていることが分かります。

 

幼稚園

幼稚園の預かり保育

認可保育所

認定こども園

小規模な保育施設

家庭的保育

事業所内保育施設

自治体の認証・認定保育施設

その他の認可外の保育施設

居宅訪問型保育

ファミリー・サポート・センター

その他

無回答

未就学児童

未就学児童

利用している 利用していない 無回答

幼稚園

幼稚園の預かり保育

認可保育所

認定こども園

家庭的保育

事業所内保育施設

自治体の認証・認定保育施設

その他の認可外の保育施設

居宅訪問型保育

ファミリー・サポート・センター

その他

無回答

未就学児童

利用先は・・・

（％）

（％）
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（６）土曜日や日曜日・祝日の定期的な教育・保育の事業について

土曜日、日曜日・祝日の定期的な教育・保育の事業の利用については、利用意向のある

人は土曜日で３割以上、日曜日・祝日で約２割を占めています。

毎週ではなく、月に１～２回程度利用したい理由については「月に数回仕事が入るため」

が約７割を占め、就労形態に応じて教育・保育の事業への利用ニーズが変わることが分か

ります。

土曜日

日曜・祝日

利用する必要はない ほぼ毎週利用したい

月に１～２回は利用したい 無回答

月に数回仕事が入るため

平日に済ませられない用事を
まとめて済ませるため　　　

親族の介護や手伝いが必要なため

保護者自身のリフレッシュのため

その他

無回答
未就学児童

（％）
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（７）病児・病後児保育について

病児・病後児のための保育施設等については、「利用したいとは思わない」が「できれば

病児・病後児保育施設等を利用したい」を上回る結果となっています。利用意向のある人

の利用したい事業形態については、「幼稚園・保育所等に併設した施設で子どもを保育する

事業」が８割近くを占めています。

 
 

（８）不定期での教育・保育事業について

不定期での教育・保育事業の今後の利用意向については、「利用する必要はない」が「利

用したい」を上回っているものの、利用意向のある人が４割近くを占めています。

利用意向のある人の希望する事業形態については、「大規模施設で子どもを保育する事業」

が約８割を占める結果となっています。

  

未就学児童

利用したい 利用する必要はない 無回答

大規模施設で子どもを保育する事業

小規模施設で子どもを保育する事業

地域住民等が子育て家庭等の
近くの場所で保育する事業

その他

無回答
未就学児童

未就学児童

できれば病児・病後児保育施設等を利用したい

利用したいとは思わない

無回答

幼稚園・保育所等に併設した施設で
子どもを保育する事業　　　　　　

病院（小児科）に併設した施設で
子どもを保育する事業　　　　　

地域住民等が子育て家庭等の
身近な場所で保育する事業　

その他
未就学児童

（％）

（％）
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（９）放課後児童教室（学童保育）について

低学年時での放課後児童教室（学童保育）の利用意向は、未就学児童では４割以上であ

るのに対し、就学児童では２割程度となっています。

高学年時になると、未就学児童では３割近くであるのに対し、就学児童では１割未満と、

未就学児童の利用意向が高いことが分かります。

また、低学年時と高学年時の利用意向を比較すると、高学年時の利用意向が低い結果と

なっています。

 

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事

放課後児童教室（学童保育）

子ども家庭センター

放課後子ども教室

ファミリー・サポート・センター

その他（公民館、公園、広場）

無回答

未就学児童

就学児童

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事

放課後児童教室（学童保育）

子ども家庭センター

放課後子ども教室

ファミリー・サポート・センター

その他（公民館、公園、広場）

無回答

未就学児童

就学児童

＜低学年時（１～３年生）＞

＜高学年時（４～６年生）＞

（％）

（％）



第２章 御殿場市の子育て家庭を取り巻く環境

 25 

（ ）ファミリー・サポート・センターについて

ファミリー・サポート・センターの今後の利用については、「利用したい」と「利用日数・

回数を増やしたい」を合わせた『利用したい』は１割程度となっています。

  
 
 
 
 

（ ）学校教育について

学校教育において今後取り組むべきだと思うことについては、「思いやりの心をもつため

の、道徳教育の充実」、「子どもが自発的に物事に取り組むことができる環境づくり」がと

もに７割以上を占めて高くなっています。

 子どもが自発的に物事に取り組む
ことができる環境づくり　　　　

心身ともにたくましく育つための
体力づくり　　　　　　　　　　

思いやりの心をもつための、道徳
教育の充実　　　　　　　　　　

読み･書き･計算などの学力の向上

福祉に関心を高めるためのボラン
ティア活動の実施　　　　　　　

国際交流を高めるための、外国語
授業　　　　　　　　　　　　　

「生きる力」向上のための、総合
学習の充実　　　　　　　　　　

子どもの悩みを受け入れる、相談
体制の充実　　　　　　　　　　

その他

無回答
就学児童

就学児童

利用したい 利用日数・回数を増やしたい 利用希望はない 無回答

（％）
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（ ）子育て支援事業の認知度・利用意向について

① 認知度

“保健センターで行う乳幼児健診”や“医療機関で行う乳児健診”等の健康診査に関し

ては、未就学児童、就学児童ともに高い認知度となっています。

保育所や保健センターの事業に関しては、未就学児童を持つ保護者の方が就学児童を上

回り、また、“家庭教育に関する学級・講座”や“家庭児童相談室”等の相談事業に関して

は、就学児童を持つ保護者の方が未就学児童を上回っており、子どもの成長に応じたサー

ビスの認知度がより高くなっていることが分かります。

＜未就学児童（ ）＞ ＜就学児童（ ）＞

 
 

 

知っている 知らない 無回答知っている 知らない 無回答

①保育所の延長保育

②病児・病後児保育

③保育所の一時預かり

④保育所の園庭等の開放

⑤つどいの広場

⑥子ども家庭センターの相談事業

⑦子ども家庭センター

⑧保育所・幼稚園に設置されている

地域子育て支援センター

⑨保健センターで行う乳幼児健診

⑩医療機関で行う乳児健診

⑪保健センターの相談事業

⑫保健センターの教室

⑬保健センターの訪問事業

⑭家庭教育に関する学級・講座

⑮ごてんば・おやま

ファミリー・サポート・センター

⑯市発行の子育て支援情報誌

⑰家庭児童相談室

⑱産前・産後ケア、産後ヘルパー

（市では未実施）
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②今後の利用意向

すべての項目において、未就学児童を持つ保護者の方が各種サービスに対する利用意向

が高くなっています。

認知度の高い保育所や保健センターの事業に加え、“市発行の子育て支援情報誌”の利用

意向に関しても、未就学児童を持つ保護者の方が就学児童を大幅に上回っており、子育て

に関する情報提供サービスの利用意向が高いことが分かります。

＜未就学児童（ ）＞ ＜就学児童（ ）＞

 
 

 
   

利用したい 利用したいと思わない 無回答 利用したい 利用したいと思わない 無回答

①保育所の延長保育

②病児・病後児保育

③保育所の一時預かり

④保育所の園庭等の開放

⑤つどいの広場

⑥子ども家庭センターの相談事業

⑦子ども家庭センター

⑧保育所・幼稚園に設置されている

地域子育て支援センター

⑨保健センターで行う乳幼児健診

⑩医療機関で行う乳児健診

⑪保健センターの相談事業

⑫保健センターの教室

⑬保健センターの訪問事業

⑭家庭教育に関する学級・講座

⑮ごてんば・おやま

ファミリー・サポート・センター

⑯市発行の子育て支援情報誌

⑰家庭児童相談室

⑱産前・産後ケア、産後ヘルパー

（市では未実施）
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（ ）子育てに関する不安や負担について

未就学児童、就学児童ともに「なんとなく不安や負担を感じる」が４割程度を占めて最

も多く、「非常に不安や負担を感じる」と合わせると、不安や負担を感じている人が、未就

学児童で ％、就学児童では ％を占めています。

また、不安に思っていることや悩んでいることでは、未就学児童、就学児童ともに「子

育てにかかる経済的負担が大きい」と「子どもの教育やいじめなどが心配」が多くなって

います。

子育てにかかる経済的負担が大きい

仕事と子育ての両立が難しい　　　

子どもの健康や発達に不安を感じる

地域医療体制への不安を感じる　　

教育・保育その他の子育て支援事業
や施設が利用しにくい　　　　　　

相談相手や手助けしてくれる人がい
ない　　　　　　　　　　　　　　

安全な遊び場や児童館など、子ども
の居場所が身近にない　　　　　　

安全な通園・通学ができる歩道や防
犯設備等の整備が進んでいない　　

身近に自然や伝統文化とふれあう機
会がない　　　　　　　　　　　　

子どもに関する犯罪や事故が増加し
ていると感じる　　　　　　　　　

子どもの教育やいじめなどが心配　

自分のための時間がもてない　　　

その他

特にない

無回答

未就学児童

就学児童

未就学児童

就学児童

非常に不安や負担を感じる なんとなく不安や負担を感じる

なんともいえない あまり不安や負担などは感じない

全く感じない 無回答

（％）
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（ ）子育て環境に対する評価について

未就学児童、就学児童ともに「（今後も）御殿場市で育てたい」が７割以上と大半を占め

ています。

また、御殿場市の子育て環境や支援に対する満足度については、満足度の低い「１～２

点」と、満足度の高い「４～５点」を比較すると、未就学児童では大幅に「４～５点」が

上回っているのに対し、就学児童では「４～５点」が「１～２点」をやや上回る程度とな

っています。

平均評価点は、未就学児童では 点、就学児童では 点と、未就学児童を持つ保護

者の方が就学児童に比べて、やや満足度が高い結果となっています。

 
 
 
 
 
 
 
 

 未就学児童

就学児童

１点（満足度が低い） ２点 ３点 ４点 ５点（満足度が高い） 無回答

未就学児童

就学児童

御殿場市で育てたい 御殿場市では育てたくない 無回答
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５ 次世代育成支援対策行動計画の評価

次世代育成支援対策行動計画では、平成 年度から平成 年度までの 年間の計画

として、子どもと家庭、地域、学校、企業、行政等すべての個人や団体を対象として、

次世代育成支援施策の方向性や目標事業量等を総合的に定め、取組を進めてきました。

本計画を策定するにあたり、次世代育成支援対策行動計画で定めた各取組の目標値に

対する進捗状況の確認を行いました。

基本方針１ 地域における子育て支援

目標値設定のある 事業中、達成率 ％以上が見込まれる事業は 事業となってお

り、多様な子育て支援サービスの充実や保育サービスの充実では、おおむね目標値を上回

る実施状況となっています。

施策の名称
後期目標値

（平成 年度）

平成 年度

実績

平成 年度

見込み

１ 多様な子育て支援サービスの充実

放課後児童健全育成事業の充実

＜設置数／定員（日）＞

か所

人

か所

人

か所

人

病児保育・病後児保育の充実

＜設置数／利用人数（年）＞

か所

人

か所

人

か所

人

一時預かり事業の充実

＜設置数／利用人数（年）＞

か所

人

か所

（公立 、私立 ）

人

か所

（公立 、私立 ）

人

幼稚園における預かり保育の充実

＜実施園＞
園 園 園

ファミリー・サポート・センター事業の

充実 ＜受託会員数／利用件数＞

人

件

人

件

人

件

地域子育て支援事業の充実

＜設置数／子ども家庭センター利用者数＞

（保育所） か所

（幼稚園） 園

（保育所） か所

（幼稚園） 園

人

（保育所） か所

（幼稚園） 園

人

２ 保育サービスの充実

保育事業の充実

＜保育所数／定員（日）＞

か所

人

か所

（公立 、私立 ）

人

か所

（公立 、私立 ）

人

認可外保育施設への支援 ＜対象施設＞ － 園 園

延長保育事業の充実

＜保育所数／定員（日）＞

か所

人

か所

（公立 、私立 ）

人

か所

（公立 、私立 ）

人

休日保育事業の充実

＜設置数／利用人数（年）＞

か所

人

か所

人

か所

人

障害児保育事業の充実

＜実施箇所数／対象児童数＞
－

園

人

園

人

保育料の軽減措置

＜ 人目延利用者数／ 人目以降延利用者数＞
－

人

人

人

人

保育所給食の充実

＜離乳食延提供数／アレルギー除去食延提供数＞
－

人

人

人

人
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施策の名称
後期目標値

（平成 年度）

平成 年度

実績

平成 年度

見込み

３ 子育て支援のネットワークづくり

子育て情報誌の充実

＜広報紙への掲載回数＞
－ 年 回 年 回

母親クラブ等の充実

＜就学前の参加親子組数＞
－ 組 組

保育ボランティアの活用促進

＜登録者数＞
人 人 人

ブックスタート事業の充実

＜提供者数／提供率＞
％

人

％

人

％

４ 児童の健全育成

民生委員・児童委

員、主任児童委員と

の連携強化

＜相談・支援件数＞

民生委員児童委員 － 件 件

主任児童委員 － 件 件

家庭児童相談の充実 ＜相談件数＞ － 件 件

児童健全育成活動の充実

＜児童館延べ利用者数＞
－ 人 人

高齢者との交流事業の充実

＜ファーム菜園隊延べ人数＞
－ 人 人

総合型

地域スポーツ

クラブの設置

少年団

団体

団員数 人

指導者 人

団体

団員数 人

指導者 人

団体

団員数 人

指導者 人

総合地域

スポーツクラブ

事業

人

事業

人

事業

人

児童を対象とした各種団体の行事などの情

報誌の発行＜「広報ごてんば」への掲載＞
各戸配布 各戸配布 各戸配布

青少年チャレンジ体験事業の実施

＜参加者数＞
人以上 東京 人 千葉 人

親子映画のつどいの実施 ＜来場者数＞ 来場者 人 － 来場者 人

地区健全育成事業の推進 各地区で実施 各地区で実施 各地区で実施

補導事業の実施

街頭 回

校区 回

県下一斉 回

街頭 回

校区 回

県下一斉 回

街頭 回

校区 回

県下一斉 回

家庭教育はればれ相談の実施

＜相談件数＞
件 件 件
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基本方針２ 親と子の健康の確保及び増進

目標値設定のある 事業中、達成率 ％以上が見込まれる事業は 事業となってお

ります。

施策の名称
後期目標値

（平成 年度）

平成 年度

実績

平成 年度

見込み

１ 子どもや母親の健康の確保

母子健康手帳の交付 ＜交付件数＞ 件 件 件

妊婦教室の充実

＜参加者数／延参加者数＞

人

人

人

人

人

人

両親学級の充実 ＜参加親子組数＞ 組 組 組

乳児健康診査の

充実

＜受診率＞

か月児健診 ％ ％ ％

か月児健診 ％ ％ ％

か月児健診 ％ ％ ％

歳 か月児健診 ％ ％ ％

歳児健診 ％ ％ ％

相談事業（集団）

の充実

歳児健康相談

＜受診者数＞
人 人 人

乳幼児健康相談

＜延べ参加者数＞
人 人 人

育児教室の充実
赤ちゃんセミナー 回： 人 回： 人 回： 人

のびのび教室 － 回： 組 事業終了

幼児事後指導教室の充実

＜開催回数／参加者人数（延人数）＞

回

人（ 人）

回

人（ 人）

回

人（ 人）

個別相談の充実

＜相談回数＞
回 回 回

新生児訪問（こんにちは赤ちゃん事業）の

充実 ＜訪問数／訪問率＞
人

人

％

人

％

子ども医療費助成事業の実施

＜助成件数＞
－ 件 件

予防接種の充実

＜集団実施人数／個別実施人数＞

人

人

人

人

人

人

母子歯科保健事業の充実

＜歯科検診・歯科指導実施人数＞
人 人 人

時間電話健康相談の実施

＜電話件数＞
件 件 件

２ 「食育」の推進

食育事業の充実 回 人 回 人 回 人

離乳食講習会の

充実

赤ちゃんセミナー 回 人 回 人 回 人

か月児健診 － 回 人 回 人

パクパク教室 回 人 回 人 回 人

妊婦料理教室の充実 ＜実施回数＞ 回 人 回 人 回 人

望ましい日常の食生活習慣の育成 継続実施 実施 実施

３ 思春期保健対策の充実

性に対する正しい知識の指導の推進

（県御殿場健康福祉センター主催性教育講

演会／エイズピアカウンセラー養成講座）

実施 実施 実施

心の教室の充実

小学校相談員 人

中学校相談員 人

保健室補助者 人

小学校相談員 人

中学校相談員 人

市教育相談員 人

保健室補助者 人

学校教育相談員 人

市教育相談員 人

保健室補助者 人
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施策の名称
後期目標値

（平成 年度）

平成 年度

実績

平成 年度

見込み

３ 思春期保健対策の充実

喫煙や薬物等に関す

る教育の充実

県御殿場健康福祉セ

ンター主催「こども

から大人へのメッセ

ージ事業」を実施

－
御殿場小学校

原里小学校

実施

（小学校は未定）

薬学講座の実施

禁煙教育の実施
実施 実施 実施

４ 小児医療等の充実

小児医療対策事業の充実

＜小児科患者数／相談件数＞

外来 人

入院 人

件

外来 人

入院 人

件

外来 人

入院 人

件

不妊治療に対する支援

＜支援件数（組数）／助成額＞

件（ 組）

円

件（ 組）

円

件（ 組）

円

 
 
基本方針３ 子どもの心身の健やかな成長のための教育環境の整備

目標値設定のある 事業中、達成率 ％以上が見込まれる事業は 事業となってお

り、次代の親の育成や子どもの生きる力を育てる学校等の教育環境の整備では、おおむね

目標値を上回る実施状況となっています。

施策の名称
後期目標値

（平成 年度）

平成 年度

実績

平成 年度

見込み

１ 次代の親の育成

乳幼児とふれあう事業の推進 全中学校で実施 全中学校で実施 全中学校で実施

男女共同参画への意

識啓発

講演会・川柳ｺﾝｸｰﾙ

の実施
実施 実施 実施

男女共同参画推進

事業補助金交付
実施 実施 実施

２ 子どもの生きる力を育てる学校等の教育環境の整備

学校教育指導支援事業の充実

＜多人数学級補助者数＞
人 人 人

ＡＬＴ派遣事業の実施（英語指導補助） 人 人 人

教育用コンピュータ

の整備促進

小学校
児童用 台

教師事務用 台

〔印野小〕

児童用 台

教師事務用 台

〔市内小学校（ 校）〕

児童用 台

教師事務用 台

中学校 －
生徒用 台

教師事務用 台

平成 年度で

事業完了

夢創造事業の実施 全学校で実施 全学校で実施 全学校で実施

夢とゆとりの教育事業の実施

＜中学生ボランティア実施校数＞
校 校 校

図書館活動の充実

登録者数

（ 歳未満）
人 人 人

親子おはなしの会

参加者数
人 人 人

スポーツ教室の実施

＜実施教室数／延べ参加者数＞

教室

人

教室

人

教室

人
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施策の名称
後期目標値

（平成 年度）

平成 年度

実績

平成 年度

見込み

２ 子どもの生きる力を育てる学校等の教育環境の整備

学校評議員制度の充実・活用 全学校で実施 全学校で実施 全学校で実施

学校評価活動の充実・活用 全学校で実施 全学校で実施 全学校で実施

学校図書館補助者の配置

＜配置数＞
人 人 人

就学奨励援助の実施 適正支給

小学校 人

中学校 人

特支 人

小学校 人

中学校 人

特支 人

育英奨学金制度の充実

＜利用者数＞
継続実施

高校生 人

大学生 人

返還者 人

高校生 人

大学生 人

返還者 人

幼児教育振興推進事業の充実

（幼・保・小・中合同研修会の開催）
実施 実施 実施

私立幼稚園就園奨励補助金の交付
私立幼稚園

就園児全員
人 人

３ 家庭や地域の教育力の向上

家庭教育学級の充実

＜教室数／運営委員研修回数＞

教室

回

教室

回

教室

回

楽しい子育て教室の実施

＜開催回数／参加者数＞

回

組

回

組

回

組

親学・子育て学習講座の実施

＜実施学校数＞
校（各 回）

小学校 校

中学校 校

小学校 校

中学校 校

学校施設の地域開放

＜延利用団体数／延利用者数＞

団体

人

団体

人

団体

人

地域活動指導者の育成 ＜延べ参加者数＞ 人 人 人

親子体験教室等の実施 －

青少年のための

科学の祭典

来場者 人

なし

４ 子どもを取り巻く有害環境対策の推進

青少年環境浄化活動の推進

＜一斉立入実施回数／参加者数＞

回

人

回

人

回

人

情報モラル教育の推進

＜保護者・教員向ウェッブ講座実施回数／

参加人数＞

回

人

回

人

回

人

有害チラシの撤去 ＜除去件数＞ 件 件 件

社会を明るくする運動の実施＜参加者数＞ － 名 名



第２章 御殿場市の子育て家庭を取り巻く環境

 35 

基本方針４ 子育てを支援する生活環境の整備

目標値設定のある 事業ともに、達成率 ％以上となっています。

施策の名称
後期目標値

（平成 年度）

平成 年度

実績

平成 年度

見込み

１ 良質で良好な居住環境の普及促進

市営住宅の整備 ＜管理戸数＞ 戸 戸 戸

２ 安心して外出できる環境の整備

歩道の整備 ＜歩道設置路線数＞ － 路線 路線

通学路の安全確保（側溝等整備）

＜側溝改修路線数／側溝修繕箇所数＞
－

路線

箇所

路線

箇所

交通安全施設の整備 ＜カーブミラー設置

基数／ガードレール等設置箇所数＞
－

基

箇所

基

箇所

３ 安全・安心まちづくりの推進

防犯灯の設置補助 ＜設置数＞ 灯 灯 灯

都市公園等の整備・

管理

都市公園箇所数 － 箇所 箇所

公園整備内容 －
グミの実公園整備

（公園整備 式）

富士岡公園遊具整備

（複合遊具 基）

 
基本方針５ 職業生活と家庭生活との両立の推進

目標設定のある事業は継続して実施しています。

施策の名称
後期目標値

（平成 年度）

平成 年度

実績

平成 年度

見込み

１ 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実現のための働き方の見直し

ハローワーク、商工会等関係機関との連携 実施 実施 実施

ワーク・ライフ・バランスに関する

広報・啓発・情報提供
－ 実施 実施

育児休業制度の普及促進

（「工場立地概要調査」で調査。報告書に

掲載公開）

（隔年調査）
工場立地概要調査

によって実施

隔年実施のため

実施無し

次世代育成支援対策に取り組む企業等の

好事例の情報収集・提供
－ 実施無し

担当課より依頼が

あれば実施
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基本方針６ 子どもの安全の確保

目標値設定のある 事業ともに、達成率 ％以上となっています。

施策の名称
後期目標値

（平成 年度）

平成 年度

実績

平成 年度

見込み

１ 子どもの交通安全を確保するための活動の推進

交通安全教室・運動の

推進

交通教室
全小学校 回

幼稚園･保育園 回

全小学校 回

幼稚園･保育園 回

全小学校 回

幼稚園･保育園 回

各期の

交通安全運動
全 回 全 回 全 回

交通安全リーダー

研修会
全小学校実施 全小学校実施 全小学校実施

地域・ＰＴＡ連携事業

の実施

交通安全リーダー

研修会
全小学校実施 全小学校実施 全小学校実施

通学路点検 交通事故現場診断 交通事故現場診断 交通事故現場診断

区交通教室 区実施 区実施 区実施

チャイルドシートの普及推進と支援

（街頭指導、啓発リーフレット作成、

園児保護者を対象にした講習会）

実施 実施 実施

２ 子どもを犯罪等の被害から守るための活動の推進

警察等関係機関、団体との情報交換 実施 実施 実施

防犯のまちづくり活動の実施

（市内 地区（各小学校区）の自主防犯

組織に活動経費を助成）

－ 実施 実施

子どもを守る安全対策事業の実施 継続実施 人 人

青少年健全育成活動の推進

（地域の青少年声かけ運動の推進、

かけこみ 番の家推進）

－ 実施 実施

相談体制の整備 実施 実施 実施

 
基本方針７ 要保護児童への対応などきめ細やかな取り組みの推進

目標値設定のある 事業ともに達成率 ％以上となっています。要保護児童対策地域

協議会の充実に関する事業は、平成 年度に実務者会議の中に乳幼児部会を立ち上げ内容

の充実を図っています。

施策の名称
後期目標値

（平成 年度）

平成 年度

実績

平成 年度

見込み

１ 児童虐待防止対策の充実

要保護児童対策地域

協議会の充実

代表者会議
委員数 人

開催数 回

委員数 人

開催数 回

委員数 人

開催数 回

実務者会議
委員数 人

開催数 回

委員数 人

開催数 回

委員数 人

開催数 回

乳幼児部会

（Ｈ は準備会）
－

委員数 人

開催数 回

委員数 人

開催数 回

虐待の早期発見と予防 － 実施 実施
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施策の名称
後期目標値

（平成 年度）

平成 年度

実績

平成 年度

見込み

２ ひとり親家庭等の自立支援の推進

交通遺児等扶養手当の支給

＜支給件数／支給児童数＞
－

件

人

件

人

母子家庭自立支援給付費の支給

＜支給件数＞
－ 件 件

母子家庭等児童入学卒業祝金の支給

＜支給件数／支給児童数＞
－

件

人

件

人

ひとり親家庭への支援制度の構築 － 実績なし 検討中

３ 障害児施策の充実

障害児福祉手当の給付

＜支給件数＞
－ 件 件

障害児等補装具・日常生活用具の給付

＜補装具支給件数／日常生活用具支給件数＞
－

件

件

件

件

重度心身障害者（児）医療費の助成

＜助成件数（児・者の合計）＞
－ 件 件

身体障害者住宅改造費の助成＜助成件数＞ － 件 件

特別児童扶養手当の支給 ＜支給人数＞ － 人 人

障害児の居宅生活支

援事業の充実

居宅介護

＜利用者数／延べ利

用時間＞

－
人

延べ 時間
－

短期入所

＜利用者数／回数＞
－

人

回
－

特別支援教育の充実

巡回相談員 人 人 人

専門家チーム会議 年 回開催 年 回開催 年 回開催

特別支援学級補助者 人 人 人

本計画にあたっては、国の基本指針で示された項目について策定し、「次世代育成支援対

策行動計画」における基本方針１、基本方針５及び基本方針７の事業のうち該当する事業

について継続して実施していくこととなります。その他の事業については、御殿場市総合

計画、地域福祉計画、健康増進計画、その他個別計画等で対応していきます。
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第３章 計画の基本的考え方

１ 計画の基本理念

御殿場市次世代育成支援対策行動計画では、子どもと親、そして地域がそれぞれ成長する

御殿場市になることを目指し、子育て支援に関する施策を総合的かつ計画的に取り組んでき

ました。

すべての子どもが豊かな人間性を形成し、健やかに育つためには、保護者が子育てについ

ての第一義的責任をもつという基本的な認識の下に、改めて家庭や地域、行政、関係機関・

団体、事業者等、子どもと子育て家庭を取り巻くすべての人々が子育てについて理解を深め、

子どもを未来の希望と捉えることが必要です。

今後も子育て家庭における、多様化する課題に対応すべく、「子どもの利益が最大限に尊重

されること」の実現を第一に考え、「地域（みんな）でつなぐ子育ての輪 ～未来はぐくむ御

殿場プラン～」を基本理念とします。

【計画の基本理念】

地域
み ん な

でつなぐ子育ての輪

～ 未来はぐくむ御殿場プラン ～
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２ 計画における基本的な視点

本計画の策定及び施策の推進にあたっては、以下の８項目を基本的な視点とし、基本理念

の実現を目指して取り組んでいきます。

（１）子どもの視点

子育て支援事業等は子ども自身の健やかな成長を手助けするものであることから、子ど

もの利益が最大限に尊重されるように配慮するとともに、子育ての基本は男女が協力して

行い、子どもの立場に立って施策を推進します。

（２）利用者の視点

子育て家庭の生活実態や子育て支援に関わる利用者のニーズの多様化と就業形態による

特性に配慮し、利用者本位の事業を柔軟かつ総合的に推進します。

（３）社会全体による支援の視点

保護者が子育てについて第一義的責任を有するという基本的認識の下に、行政機関だけ

でなく、企業や地域全体が協力して対応すべき課題として、協働で取り組むことを推進し

ます。

（４）ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）実現の視点

国・地方自治体・企業をはじめとする関係機関の連携の下、働き方の見直しを進め、地

域の実情に応じたワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の実現に向けた取組を

推進します。

（５）すべての子どもと家庭への支援の視点

子育てと仕事の両立支援のみならず、核家族化等により子育てに関する相談相手が見つ

からず、悩んでいる保護者の存在等の問題を踏まえ、広くすべての子どもと家庭への支援

を推進します。

（６）地域における社会資源の効果的な活用の視点

地域で子育てに関する活動を行っているサークル、子ども会、ボランティア団体、主任

児童委員をはじめとする地域の力と、保育所や子ども家庭センター、学校施設等を地域の

資源として十分かつ効果的に活用することを推進します。



第３章 計画の基本的考え方

 41 

 
（７）事業の質の視点

利用者が安心して教育・保育、子育て支援事業を利用できるためには、量だけでなく、

質を確保することが重要です。各事業の質を評価し、向上させていくといった視点から、

人材の確保・育成とともに、情報公開や事業評価等の取組を推進します。

（８）地域特性の視点

御殿場市全体の状況と、市内の地域特性によるニーズの相違に配慮した主体的な取組を

進めていきます。

３ 教育・保育提供区域の設定

（１）教育・保育提供区域について

教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の「量の見込み」並びに「確保方策」を設

定する単位として、「教育・保育提供区域」を設定します。

教育・保育提供区域とは、地域の実情に応じて、保護者や子どもが居宅より容易に移動

することが可能な区域であり、地理的条件、人口、交通事情等の社会的条件や教育・保育

の整備の状況等を総合的に勘案して設定するものです。子ども・子育て支援事業計画では、

教育・保育提供区域ごとに、教育・保育施設及び地域子ども・子育て支援事業の量の見込

みと確保策を記載することとなっています。

（２）御殿場市における教育・保育提供区域

地区内での教育・保育施設の利用率、通園にかかる負担感、各地区の子どもの数と教育・

保育施設の定員等のバランス等を考慮し、本市では教育・保育における教育・保育提供区

域（基本型）を、６区域（御殿場地区、富士岡地区、原里地区、玉穂地区、印野地区、高

根地区）に設定します。

また、地域子ども・子育て支援事業については、事業の性質や現状の事業実態から、教

育・保育提供区域を事業ごとに設定します。具体的には、教育・保育との密接な関連があ

る事業については基本型（６区域）に、放課後児童健全育成事業（放課後児童教室。平成

年度からは「放課後児童クラブ」に名称変更。）については小学校区に、その他の事業

については市全域に設定します。
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基本型（６区域）の教育・保育提供区域は以下のとおりです。

 
【教育・保育提供区域（基本型）】 

区
域
名

地図 概要

御
殿
場
地
区

東西及び南北方向の幹線道路やＪＲ御殿場線が交差する本市都

市機能の中心的な市街地を形成 
住所地：御殿場、深沢、小倉野、東山、東田中、新橋、萩原、 

二枚橋、西田中、北久原、仁杉、二の岡 
◆人口：35,347 人（市全体の 39.6％）※平成 26 年 3 月 31 日現在 
⇒うち、0-5 歳人口：2,247 人、6-11 歳人口：2,129 人

富
士
岡
地
区

ＪＲ御殿場線沿線の市街地と山麓の観光レクリエーション施設、

南北方向に伸びる高速道路の西側に集積する工業地により構成 
住所地：竈、萩蕪、沼田、二子、中山、中清水、駒門、大坂、 

神山、神山平、富士見原 
◆人口：18,076 人（市全体の 20.3％）※平成 26 年 3 月 31 日現在 
⇒うち、0-5 歳人口：1,003 人、6-11 歳人口：1,216 人

原
里
地
区

隣接する御殿場地域から連なる市街地と高速道路西側に集積す

る工業地、地域西側の東富士演習場により構成 
住所地：川島田、杉名沢、神場、板妻、保土沢、永塚 
◆人口：18,488 人（市全体の 20.7％）※平成 26 年 3 月 31 日現在 
⇒うち、0-5 歳人口：1,106 人、6-11 歳人口：1,198 人

玉
穂
地
区

富士の裾野から市街地までを有し、地域東部に近年整備された地

域コミュニティの拠点や陸上競技場、体育館等の都市施設が集積 
住所地：茱萸沢、中畑、川柳、萩原 
◆人口：10,322 人（市全体の 11.6％）※平成 26 年 3 月 31 日現在 
⇒うち、0-5 歳人口：578 人、6-11 歳人口：557 人

印
野
地
区

広大な富士の裾野を有し、自然豊かな観光交流資源が集積 
住所地：印野 
◆人口：2,090 人（市全体の 2.3％）※平成 26 年 3 月 31 日現在 

⇒うち、0-5 歳人口：112 人、6-11 歳人口：129 人 

高
根
地
区

豊かな水と自然環境に恵まれ、田園地帯の中に集落を形成 
住所地：塚原、山尾田、六日市場、増田、中丸、大堰、清後、 

山之尻、柴怒田、上小林、水土野、古沢 
◆人口：4,870 人（市全体の 5.5％）※平成 26 年 3 月 31 日現在 

⇒うち、0-5 歳人口：240 人、6-11 歳人口：269 人 
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放課後健全育成事業の教育・保育提供区域は以下のとおりです。

なお、御殿場南小学校区では御殿場地区、原里地区及び玉穂地区からの通学、朝日小学

校区では原里地区及び富士岡地区からの通学、印野小学校では印野地区及び原里地区から

の通学があり、これらの区域では、基本型（６区域）の区域をまたいだ小学校区が設定さ

れている状況です。

【教育・保育提供区域（放課後児童健全育成事業）】 

区域名 通学区域（行政区）

御殿場小学校区
・御殿場地区（東山区、東田中区の一部、鮎沢区、湯沢区、萩原区、

二枚橋区、西田中区の一部、北久原区、仁杉区）

東小学校区
・御殿場地区（御殿場区、深沢区、東田中区の一部、栢ノ木区、

西田中区の一部

御殿場南小学校区

・御殿場地区（二の岡区、新橋区、永原区）

・原里地区（森之腰区の一部）

・玉穂地区（茱萸沢下区の一部）

富士岡小学校区
・富士岡地区（萩蕪区、沼田区、二子区、中山上区、中山下区、

風穴区、中清水区、駒門区、大坂区、竈区の一部、町屋区の一部）

神山小学校区 ・富士岡地区（町屋区の一部、神山区、尾尻区、高内区、富士見原区）

原里小学校区
・原里地区（神場区、板妻区、保土沢区の一部、永塚区、北畑区、

大沢区）

朝日小学校区
・原里地区（川島田区、杉名沢区、矢崎区、森之腰区の一部）

・富士岡地区（竈区の一部）

玉穂小学校区
・玉穂地区（茱萸沢下区の一部、茱萸沢上区、中畑東区、中畑北区、

中畑南区、中畑西区、川柳区）

印野小学校区
・印野地区（小木原区 時之栖区 印野区）

・原里地区（保土沢区の一部）

高根小学校区

（分校を含む）

・高根地区（塚原区、六日市場区、美乃和区、清後区、山之尻区、

古沢区、柴怒田区、上小林区、水土野区）
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教育・保育、地域子ども・子育て支援事業の教育・保育提供区域は以下のとおりです。

【事業別の教育・保育提供区域一覧】 
事 業 事業の概要 区 域 設定の考え方

教育・保育 施設型給付

地域型保育給付
６区域

分析の視点から

地
域
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業
（
１
３
事
業
）

時間外保育事業

（延長保育事業）

保育認定を受けた子どもについて、通常の

利用日及び利用時間以外の日及び時間に

おいて、認定こども園、保育所等において

保育を実施する事業

６区域

教育・保育との

密接な関連性か

ら

放課後児童健全育

成事業

（放課後児童クラ

ブ）

保護者が労働等により昼間家庭にいない

小学校に就学している児童に対し、授業の

終了後に小学校の余裕教室、児童館等を利

用して適切な遊び及び生活の場を与えて、

その健全な育成を図る事業

小学校区

現在の事業実態

から

子育て短期支援事

業

保護者の疾病等の理由により家庭におい

て養育を受けることが一時的に困難とな

った児童について、児童養護施設等に入所

させ、必要な保護を行う事業（短期入所生

活援助事業（ショートステイ事業）及び夜

間養護等事業（トワイライトステイ事業））

市全域

事業の性質から

地域子育て支援拠

点事業

乳幼児及びその保護者が相互の交流を行

う場所を開設し、子育てについての相談、

情報の提供、助言その他の援助を行う事業

市全域

現在の事業実態

から

一時預かり事業 家庭において保育を受けることが一時的

に困難となった乳幼児について、主として

昼間において、認定こども園、幼稚園、保

育所、地域子育て支援拠点その他の場所に

おいて、一時的に預かり、必要な保護を行

う事業

≪幼稚園型≫

６区域

教育・保育との

密接な関連性か

ら

≪幼稚園型以外≫

市全域

現在の事業実態

から

病児保育事業 病児について、病院・保育所等に付設され

た専用スペース等において、看護師等が一

時的に保育等する事業

市全域

現在の事業実態

から

子育て援助活動支

援事業

（ファミリー・サ

ポート・センタ

ー事業）

乳幼児や小学生等の児童を有する子育て

中の保護者を会員として、児童の預かり等

の援助を受けることを希望する者と当該

援助を行うことを希望する者との相互援

助活動に関する連絡、調整を行う事業

市全域

現在の事業実態

から

利用者支援事業 子どもまたはその保護者の身近な場所で、

教育・保育施設や地域の子育て支援事業等

の情報提供及び必要に応じ相談・助言等を

行うとともに、関係機関との連絡調整等を

実施する事業

市全域

事業の性質から
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事 業 事業の概要 区 域 設定の考え方

妊婦健康診査 妊婦の健康の保持及び増進を図るため、妊

婦に対する健康診査として、①健康状態の

把握、②検査計測、③保健指導を実施する

とともに、妊娠期間中の適時に必要に応じ

た医学的検査を実施する事業

市全域

事業の性質から

乳児家庭全戸訪問

事業

生後４か月までの乳児のいるすべての家

庭を訪問し、子育て支援に関する情報提供

や養育環境等の把握を行う事業

市全域

事業の性質から

養育支援訪問事業

及び要保護児童対

策地域協議会その

他の者による要保

護児童等に対する

支援に資する事業

【養育支援訪問事業】

養育支援が特に必要な家庭に対して、その

居宅を訪問し、養育に関する指導・助言等

を行うことにより、当該家庭の適切な養育

の実施を確保する事業

市全域

事業の性質から

【子どもを守る地域ネットワーク機能強

化事業】

要保護児童対策地域協議会（子どもを守る

地域ネットワーク）の機能強化を図るた

め、調整機関職員やネットワーク構成員

（関係機関）の専門性強化と、ネットワー

ク機関間の連携強化を図る取組を実施す

る事業

市全域

事業の性質から

実費徴収に係る補

足給付を行う事業

保護者の世帯所得の状況等を勘案して、特

定教育・保育施設等に対して保護者が支払

うべき日用品、文房具、その他の教育・保

育に必要な物品の購入に要する費用また

は行事への参加に要する費用等を助成す

る事業

市全域

事業の性質から

多様な主体が本制

度に参入すること

を推進するための

事業

特定教育・保育施設等への民間事業者の参

入の促進に関する調査研究、その他多様な

事業者の能力を活用した特定教育・保育施

設等の設置または運営を促進するための

事業

市全域

事業の性質から
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４ 将来の子どもの数の推計

計画期間の教育・保育事業等の量の見込み算出の基礎とするため、平成 年度から

年度までについて、主要な事業の対象となる ～ 歳児の各年度の児童数を推計しまし

た。

本計画における推計にあたっては、御殿場市総合計画の見直しに伴い人口推計値が確

定していないため、暫定的に平成 年度から 年度までの住民基本台帳人口（各年３

月３１日時点）を基に、各年の変化率の平均を利用したコーホート変化率法を用いて算

出しました。

この結果、計画の最終年度である平成 年度における総人口は 人で、 ～

歳児は 人、 ～ 歳児は 人と推計され、 ～ 歳児の総人口に対する割合

は ％と見込まれます。

【推計人口・児童数】 

5,454 5,214 5,104 4,996 4,937 4,875

5,552 5,510 5,479 5,461 5,389 5,309
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第４章 計画の内容

１ 教育・保育

【量の見込みの設定】

国の基本指針等を踏まえ、現在の教育・保育施設等の利用状況及びニーズ調査の結果を

もとに、国が示した『市町村子ども・子育て支援事業計画における「量の見込み」の算出

等のための手引き』の手順に沿って、市全域及び教育・保育提供区域ごとに、計画期間に

おける認定区分ごとの「教育・保育の量の見込み（必要利用定員総数）」を定めました。

【認定区分】

子ども・子育て支援新制度では、保護者の申請を受けた市町村が、客観的基準に基づき、

保育の必要性を認定したうえで給付を支給する仕組みとなります。保育の必要性の認定に

ついては、国が策定する認定基準をもとに、現行制度や運用の実態を勘案しながら市が基

準を策定しました。

◆認定区分

認定区分 対象者
保育の

必要性

対象となる

施設・事業

１号認定
満３歳以上の小学校就学前子どもであって、

教育を希望するもの
なし

幼稚園

認定こども園

２号認定
満３歳以上の小学校就学前子どもであって、

「保育の必要な事由」に該当するもの
あり

保育所

認定こども園

３号認定
満３歳未満の小学校就学前子どもであって、

「保育の必要な事由」に該当するもの
あり

保育所

認定こども園

地域型保育事業

【確保の内容及び実施時期】

設定した量の見込みに対応するよう、特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業に加

え、特定教育・保育施設に該当しない幼稚園（従来の私立幼稚園）及び認可外保育施設に

よる確保の内容及び実施時期を設定しました。

なお、教育・保育提供区域別の量の見込みは、各区域に居住する保護者のニーズ量を合

計したものであり、確保の内容は、各区域に所在する特定教育・保育施設等の利用定員及

び受入定員を合計したものになります。しかしながら、現実には居住区域外の施設・事業

の利用があるため、区域内の量の見込みと確保の内容は、利用の実態とは一致しない場合

があります。

以上を踏まえ、認定区分ごとに設定した量の見込み、確保の内容及び実施時期は次のと

おりとなります。
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（１）１号認定

【対象】

・１号認定の子ども

・２号認定の子どものうち教育を希望する子ども

【教育・保育を提供する施設・事業】

・特定教育・保育施設（幼稚園、認定こども園（幼稚園部分））

・確認を受けない幼稚園 （従来の私立幼稚園）

【教育・保育提供区域】

基本型（６区域）

【量の見込みと確保の内容（市全域）】

（単位：人）
平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

①量の見込み
（必要利用定員総数）

１号認定

２号認定
（教育を希望）

②確保の内容
（提供可能量）

特定教育・保育施設
（幼稚園）

特定教育・保育施設
（認定こども園）

確認を受けない
幼稚園
（従来の私立幼稚園）

差（②－①）

【確保方策】

市全域でみると、量の見込みが最大である平成 年度の 人に対し、確保の内容

である特定教育・保育施設の利用定員と確認を受けない幼稚園の受入定員の合計は

人であり、「需要＜供給」となっています。

教育・保育提供区域別にみると、高根地区において量の見込みが確保の内容を上回っ

ています。これは、同地区に幼稚園及び認定こども園が所在しないことによるものです

が、近隣区域の施設利用により、同地区の量の見込みに対しては市全域で対応できるも

のと考えます。
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【量の見込みと確保の内容（教育・保育提供区域別）】

Ⅰ 御殿場地区

（単位：人）
平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

①量の見込み

１号認定

２号認定（教育を希望）

②確保の内容

特定教育・保育施設

確認を受けない幼稚園

差（②－①）

Ⅱ 富士岡地区

（単位：人）
平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

①量の見込み

１号認定

２号認定（教育を希望）

②確保の内容

特定教育・保育施設

確認を受けない幼稚園

差（②－①）

Ⅲ 原里地区

（単位：人）
平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

①量の見込み

１号認定

２号認定（教育を希望）

②確保の内容

特定教育・保育施設

確認を受けない幼稚園

差（②－①）
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Ⅳ 玉穂地区

（単位：人）
平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

①量の見込み

１号認定

２号認定（教育を希望）

②確保の内容

特定教育・保育施設

確認を受けない幼稚園

差（②－①）

Ⅴ 印野地区

（単位：人）
平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

①量の見込み

１号認定

２号認定（教育を希望）

②確保の内容

特定教育・保育施設

確認を受けない幼稚園

差（②－①）

Ⅵ 高根地区

（単位：人）
平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

①量の見込み

１号認定

２号認定（教育を希望）

②確保の内容

特定教育・保育施設

確認を受けない幼稚園

差（②－①） ▲ ▲ ▲ ▲ ▲
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（２）２号認定

【対象】

２号認定の子ども（教育を希望する子どもを除く。）

【教育・保育を提供する施設・事業】

・特定教育・保育施設（保育所、認定こども園（保育所部分））

・認可外保育施設

【教育・保育提供区域】

基本型（６区域）

【量の見込みと確保の内容（市全域）】

（単位：人）
平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

①量の見込み
（必要利用定員総数）

２号認定
（保育を希望）

②確保の内容
（提供可能量）

特定教育・保育施設
（保育所）

特定教育・保育施設
（認定こども園）

認可外保育施設
（簡易保育施設）

差（②－①） ▲ ▲

【確保方策】

市全域でみると、量の見込みが最大である平成 年度の 人に対し、確保の内容

である特定教育・保育施設の利用定員及び認可外保育施設の受入定員の合計は 人

であり、「需要＞供給」となっていますが、平成 年度以降は「需要＜供給」となりま

す。

教育・保育提供区域別にみると、御殿場地区、原里地区及び玉穂地区で量の見込みが

確保の内容を上回っていますが、保護者の就労場所の状況や近隣区域での利用により、

これらの地区の量の見込みに対しては市全域で対応できるものと考えます。
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【量の見込みと確保の内容（教育・保育提供区域別）】

Ⅰ 御殿場地区

（単位：人）
平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

①量の見込み

２号認定（保育を希望）

②確保の内容

特定教育・保育施設

認可外保育施設

差（②－①） ▲ ▲ ▲ ▲ ▲

Ⅱ 富士岡地区

（単位：人）
平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

①量の見込み

２号認定（保育を希望）

②確保の内容

特定教育・保育施設

認可外保育施設

差（②－①）

Ⅲ 原里地区

（単位：人）
平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

①量の見込み

２号認定（保育を希望）

②確保の内容

特定教育・保育施設

認可外保育施設

差（②－①） ▲ ▲ ▲ ▲ ▲
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Ⅳ 玉穂地区

（単位：人）
平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

①量の見込み

２号認定（保育を希望）

②確保の内容

特定教育・保育施設

認可外保育施設

差（②－①） ▲ ▲ ▲ ▲ ▲

Ⅴ 印野地区

（単位：人）
平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

①量の見込み

２号認定（保育を希望）

②確保の内容

特定教育・保育施設

認可外保育施設

差（②－①）

Ⅵ 高根地区

（単位：人）
平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

①量の見込み

２号認定（保育を希望）

②確保の内容

特定教育・保育施設

認可外保育施設

差（②－①）
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（３） ① ３号認定＜０歳＞

【対象】

３号認定の子ども（０歳）

【教育・保育を提供する施設・事業】

・特定教育・保育施設（保育所、認定こども園（保育所部分））

・特定地域型保育事業

・認可外保育施設

【教育・保育提供区域】

基本型（６区域）

【量の見込みと確保の内容（市全域）】

（単位：人）
平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

①量の見込み
（必要利用定員総数）

３号認定（ 歳）

②確保の内容
（提供可能量）

特定教育・保育施設
（保育所）

特定教育・保育施設
（認定こども園）

特定地域型保育事業

（小規模保育事業）

特定地域型保育事業

（事業所内保育事業）

認可外保育施設
（簡易保育施設）

差（②－①） ▲ ▲ ▲ ▲

【確保方策】

市全域でみると、量の見込みが最大である平成 年度の 人に対し、確保の内容

である特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用定員と認可外保育施設の受入

定員の合計は 人であり、「需要＞供給」となっています。

母親の就労希望の状況からも、０歳児の保育に対するニーズは今後も高いことが考え

られるため、保育士の確保等に努め、平成 年度を目標に量の見込みに応じた教育・保

育の提供体制の整備を進めます。
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【量の見込みと確保の内容（教育・保育提供区域別）】

Ⅰ 御殿場地区

（単位：人）
平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

①量の見込み

３号認定（ 歳）

②確保の内容

特定教育・保育施設

特定地域型保育事業

認可外保育施設

差（②－①） ▲ ▲ ▲ ▲ ▲

Ⅱ 富士岡地区

（単位：人）
平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

①量の見込み

３号認定（ 歳）

②確保の内容

特定教育・保育施設

特定地域型保育事業

認可外保育施設

差（②－①）

Ⅲ 原里地区

（単位：人）
平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

①量の見込み

３号認定（ 歳）

②確保の内容

特定教育・保育施設

特定地域型保育事業

認可外保育施設

差（②－①） ▲ ▲ ▲ ▲
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Ⅳ 玉穂地区

（単位：人）
平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

①量の見込み

３号認定（ 歳）

②確保の内容

特定教育・保育施設

特定地域型保育事業

認可外保育施設

差（②－①） ▲ ▲ ▲ ▲ ▲

Ⅴ 印野地区

（単位：人）
平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

①量の見込み

３号認定（ 歳）

②確保の内容

特定教育・保育施設

特定地域型保育事業

認可外保育施設

差（②－①）

Ⅵ 高根地区

（単位：人）
平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

①量の見込み

３号認定（ 歳）

②確保の内容

特定教育・保育施設

特定地域型保育事業

認可外保育施設

差（②－①）
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（３） ② ３号認定＜１・２歳＞

【対象】

３号認定の子ども（１・２歳）

【教育・保育を提供する施設・事業】

・特定教育・保育施設（保育所、認定こども園（保育所部分））

・特定地域型保育事業

・認可外保育施設

【教育・保育提供区域】

基本型（６区域）

【量の見込みと確保の内容（市全域）】

（単位：人）
平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

①量の見込み
（必要利用定員総数）

３号認定（１・２歳）

②確保の内容
（提供可能量）

特定教育・保育施設
（保育所）

特定教育・保育施設
（認定こども園）

特定地域型保育事業

（小規模保育事業）

特定地域型保育事業

（事業所内保育事業）

認可外保育施設
（簡易保育施設）

差（②－①） ▲ ▲ ▲ ▲

【確保方策】

市全域でみると、量の見込みが最大である平成 年度の 人に対し、確保の内容

である特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用定員と認可外保育施設の受入

定員の合計は 人であり、「需要＞供給」となっています。

３号認定（０歳）と同様に、母親の就労希望の状況から、１・２歳児の保育に対する

ニーズは今後も高いことが考えられるため、保育士の確保等に努め、平成 年度を目標

に量の見込みに応じた教育・保育の提供体制の整備を進めます。
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【量の見込みと確保の内容（教育・保育提供区域別）】

Ⅰ 御殿場地区

（単位：人）
平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

①量の見込み

３号認定（１・２歳）

②確保の内容

特定教育・保育施設

特定地域型保育事業

認可外保育施設

差（②－①） ▲ ▲ ▲ ▲ ▲

Ⅱ 富士岡地区

（単位：人）
平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

①量の見込み

３号認定（１・２歳）

②確保の内容

特定教育・保育施設

特定地域型保育事業

認可外保育施設

差（②－①）

Ⅲ 原里地区

（単位：人）
平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

①量の見込み

３号認定（１・２歳）

②確保の内容

特定教育・保育施設

特定地域型保育事業

認可外保育施設

差（②－①） ▲ ▲ ▲ ▲ ▲
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Ⅳ 玉穂地区

（単位：人）
平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

①量の見込み

３号認定（１・２歳）

②確保の内容

特定教育・保育施設

特定地域型保育事業

認可外保育施設

差（②－①） ▲ ▲ ▲ ▲ ▲

Ⅴ 印野地区

（単位：人）
平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

①量の見込み

３号認定（１・２歳）

②確保の内容

特定教育・保育施設

特定地域型保育事業

認可外保育施設

差（②－①）

Ⅵ 高根地区

（単位：人）
平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

①量の見込み

３号認定（１・２歳）

②確保の内容

特定教育・保育施設

特定地域型保育事業

認可外保育施設

差（②－①）
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（３） ③ ３号認定＜保育利用率＞

子ども・子育て支援事業計画では、満３歳未満の子どもが待機児童の中心であることを

踏まえ、満３歳未満の子どもの総数に占める３号認定の保育の利用定員数の割合である「保

育利用率」について、各年度の目標値を定めることとされています。

具体的には、計画期間内の各年度における３号認定の「確保の内容」を満３歳未満の子

どもの推計児童数で割ることにより算出します。

本市の「保育利用率」は、以下のとおりとなっています。

【推計人口】

（単位：人）
平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

推計児童数（ ～ 歳）

【需給計画】

（単位：人）
平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

３号認定の確保の内容
（保育提供可能量）

歳

・ 歳

【０～２歳の保育利用率】

（単位：％）
平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

保育利用率

保育利用率は、０～２歳児の保育提供可能量の拡充等により、平成 年度の ％から、

平成 年度には ％と ポイント上昇する見込みです。
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２ 地域子ども・子育て支援事業

【量の見込み、確保の内容及び実施時期の設定に対する考え方】

国の基本指針等を踏まえ、現在の地域の子育て支援事業等の利用状況及びニーズ調査の

結果をもとに、国が示した『市町村子ども・子育て支援事業計画における「量の見込み」

の算出等のための手引き』の手順に沿って、市全域及び教育・保育提供区域ごとに、計画

期間における「地域子ども・子育て支援事業の量の見込み」を定めました。

また、設定した量の見込みに対応するよう、確保の内容及び実施時期を設定しました。

なお、事業別の教育・保育提供区域別の量の見込みは、各区域に居住する保護者のニー

ズを合計したものであり、同様に確保の内容は各区域で提供可能な各事業の量を合計した

ものになります。しかしながら、現実には居住区域外での事業の利用があるため、区域内

の量の見込みと確保の内容は、利用の実態とは一致しない場合があります。

以上を踏まえ、各事業に設定した量の見込み、確保の内容及び実施時期は次のとおりと

なります。
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（１）時間外保育事業（延長保育事業）

【対象】

保育の必要性の認定を受けた小学校就学前の子ども（０～５歳児）

【事業内容】

保育の必要性の認定を受けた子どもに対し、通常の利用日及び利用時間以外の日及び

時間において、保育所等で保育を実施します。

【教育・保育提供区域】

基本型（６区域）

【量の見込みと確保の内容（市全域）】

（単位：人）
平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

①量の見込み

②確保の内容
（提供可能量） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

時間外保育事業 （ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

特定教育・保育施設
（保育所）

（ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

特定教育・保育施設
（認定こども園）

（ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

特定地域型保育事業
（小規模保育事業）

（ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

特定地域型保育事業
（事業所内保育事業）

（ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

その他※
（ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

認可外保育施設
（簡易保育施設）

（ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

差（②－①）

※「その他」とは、時間外保育事業に準じた取組を表す。

【確保方策】

市内のすべての保育を提供する施設で当該事業を実施し、市全域、教育・保育提供区

域ともに、保護者の希望に応じた事業の提供が可能な状態となっています。
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【量の見込みと確保の内容（教育・保育提供区域別）】

Ⅰ 御殿場地区

（単位：人）
平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

①量の見込み

②確保の内容
（ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

時間外保育事業 （ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

特定教育・保育施設 （ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

特定地域型保育事業 （ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

その他 （ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

認可外保育施設 （ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

差（②－①）

Ⅱ 富士岡地区

（単位：人）
平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

①量の見込み

②確保の内容
（ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

時間外保育事業 （ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

特定教育・保育施設 （ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

特定地域型保育事業 （ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

その他 （ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

認可外保育施設 （ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

差（②－①）

Ⅲ 原里地区

（単位：人）
平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

①量の見込み

②確保の内容
（ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

時間外保育事業 （ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

特定教育・保育施設 （ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

特定地域型保育事業 （ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

その他 （ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

認可外保育施設 （ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

差（②－①）
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Ⅳ 玉穂地区

（単位：人）
平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

①量の見込み

②確保の内容
（ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

時間外保育事業 （ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

特定教育・保育施設 （ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

特定地域型保育事業 （ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

その他 （ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

認可外保育施設 （ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

差（②－①）

Ⅴ 印野地区

（単位：人）
平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

①量の見込み

②確保の内容
（ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

時間外保育事業 （ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

特定教育・保育施設 （ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

特定地域型保育事業 （ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

その他 （ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

認可外保育施設 （ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

差（②－①）

Ⅵ 高根地区

（単位：人）
平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

①量の見込み

②確保の内容
（ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

時間外保育事業 （ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

特定教育・保育施設 （ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

特定地域型保育事業 （ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

その他 （ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

認可外保育施設 （ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

差（②－①）
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（２）放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）

【対象】

小学校就学児童

【事業内容】

保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校就学児童に対し、授業の終了後に適切

な遊び及び生活の場を与えて、その健全な育成を図ります。

【教育・保育提供区域】

小学校区

【量の見込みと確保の内容（市全域）】

（単位：人）
平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

①量の見込み

小学１～３年生

小学４～６年生

②確保の内容
（提供可能量） （ か所）（ か所）（ か所）（ か所）（ か所）

差（②－①） ▲ ▲ ▲

【確保方策】

市全域でみると、量の見込みが最大である平成 年度の年間 人に対し、確保の

内容は 人であり、「需要＞供給」の状態になります。

教育・保育提供区域である小学校区別でみると、御殿場、東、御殿場南、原里、玉穂

小学校の校区において特に供給が不足しています。

この不足の解消に向け、施設の確保計画を段階的に進め、平成 年度を目標に、量の

見込みに応じた事業の提供体制の整備を進めます。

また、放課後子供教室※との連携をさらに図り、一体型の運営方式での実施を検討して

いきます。具体的には、運営委員会等において、余裕教室の活用状況等について事業の

実施主体である教育委員会と福祉部局の担当者を含め、定期的に検討を行い、放課後児

童クラブ及び放課後子供教室の一体的な、または連携による実施を目指し、併せて総合

的な放課後対策について検討を進めます。

（単位：校区、箇所）
平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

子供教室開級小学校区数

一体型の放課後児童クラブ
及び放課後子供教室数
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※放課後子供教室とは・・・

小学校敷地等で放課後や週末の子供の安全で健やかな活動場所を確保し、総合的な放

課後対策を実施します。具体的には、放課後（土・日を含む）の時間帯に、造形活動、

スポーツ、読書、学習支援等の様々な活動に児童が取り組めるよう、教育活動推進員等

が児童の指導、見守りを行う事業です。

現状での実施は週 回程度、対象児童は 校区 人～ 人、実施施設は、学校施設（会

議室、体育館、図工室）のほか、近隣の市役所支所や公民館等となっています。



第４章 計画の内容

 67 

【量の見込みと確保の内容（教育・保育提供区域別）】

Ⅰ 御殿場小学校区

（単位：人）
平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

①量の見込み

小学１～３年生

小学４～６年生

②確保の内容
（ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

差（②－①） ▲ ▲ ▲

Ⅱ 東小学校区

（単位：人）
平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

①量の見込み

小学１～３年生

小学４～６年生

②確保の内容
（ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

差（②－①） ▲ ▲ ▲

Ⅲ 御殿場南小学校区

（単位：人）
平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

①量の見込み

小学１～３年生

小学４～６年生

②確保の内容
（ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

差（②－①） ▲ ▲ ▲
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Ⅳ 富士岡小学校区

（単位：人）
平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

①量の見込み

小学１～３年生

小学４～６年生

②確保の内容
（ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

差（②－①）

Ⅴ 神山小学校区

（単位：人）
平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

①量の見込み

小学１～３年生

小学４～６年生

②確保の内容
（ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

差（②－①）

Ⅵ 原里小学校区

（単位：人）
平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

①量の見込み

小学１～３年生

小学４～６年生

②確保の内容
（ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

差（②－①） ▲ ▲ ▲
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Ⅶ 朝日小学校区

（単位：人）
平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

①量の見込み

小学１～３年生

小学４～６年生

②確保の内容
（ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

差（②－①） ▲ ▲ ▲ ▲

Ⅷ 玉穂小学校区

（単位：人）
平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

①量の見込み

小学１～３年生

小学４～６年生

②確保の内容
（ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

差（②－①） ▲ ▲ ▲

Ⅸ 印野小学校区

（単位：人）
平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

①量の見込み

小学１～３年生

小学４～６年生

②確保の内容
（ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

差（②－①）
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Ⅹ 高根小学校区

（単位：人）
平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

①量の見込み

小学１～３年生

小学４～６年生

②確保の内容
（ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

差（②－①）
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（３）子育て短期支援事業（ショートステイ事業）

【対象】

小学校就学前の子ども（０～５歳児）

【事業内容】

保護者の疾病等の理由により家庭において養育を受けることが一時的に困難となった

児童について、児童養護施設等で一定期間、養育・保護を行います。

【教育・保育提供区域】

市全域

【量の見込みと確保の内容（教育・保育提供区域［市全域］）】

（単位：人日）
平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

①量の見込み

②確保の内容
（提供可能量）

差（②－①）

【確保方策】

ニーズ調査の結果では当該事業の需要はありませんでしたが、保護者のニーズの把握

を行い、必要に応じて広域利用を含めた事業の実施を検討していきます。
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（４）地域子育て支援拠点事業

【対象】

小学校就学前の子ども（０～２歳児）

【事業内容】

乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てについての相談、情

報の提供、助言等を行います。

【教育・保育提供区域】

市全域

【量の見込みと確保の内容（教育・保育提供区域［市全域］）】

（単位：人回）
平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

①量の見込み

②確保の内容
（提供可能量） （ か所）（ か所）（ か所）（ か所）（ か所）

地域子育て支援拠点
事業 （ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

その他※

（ か所）（ か所）（ か所）（ か所）（ か所）

差（②－①）

※「その他」とは、地域子育て支援拠点事業に準じた取組を表す。

【確保方策】

量の見込みが最大である平成 年度の年間 人回に対し、確保の内容が大きく

上回っており、「需要＜供給」となっています。

確保の内容は、各施設の収容可能な児童数を計上しているため、現在の利用実績を超

える数字となっています。そのため、利用の実態と一致しないことがありますが、年間

を通じて保護者の希望に応じた事業の提供が可能な状況となっています。

引き続き、多様なニーズに応えるために、地域の子育て支援団体との連携を図り、情

報の集約・提供を実施するとともに、子育て中の親子の仲間づくりや、相談の場として

気軽に参加できる場を提供します。
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（５）一時預かり事業

幼稚園在園児を対象にした「幼稚園型」とそれ以外のものがあります。

① 一時預かり事業（幼稚園型）

【対象】

幼稚園及び認定こども園（幼稚園部分）の在園児

【事業内容】

幼稚園及び認定こども園（幼稚園部分）の在園児に対し、通常の利用時間以外に保育

を行います。

【教育・保育提供区域】

基本型（６区域）

【量の見込みと確保の内容（市全域）】

（単位：人日）
平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

①量の見込み

１号認定

２号認定（教育を希望）

②確保の内容
（提供可能量） （ か所）（ か所）（ か所）（ か所）（ か所）

一時預かり事業
（幼稚園型） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

特定教育・保育施設
（認定こども園） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

その他※

（ か所）（ か所）（ か所）（ か所）（ か所）

特定教育・保育施設
（幼稚園） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

確認を受けない幼稚園

（従来の私立幼稚園） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

差（②－①） ▲

※「その他」とは、一時預かり事業（幼稚園型）に準じた取組を表す。

【確保方策】

市全域でみると、量の見込みが最大である平成 年度の年間 人日に対し、確

保の内容は年間 人日と、供給が 人日不足している状態になりますが、平

成 年度以降の認定こども園における事業の実施により、「需要＜供給」の状態になり

ます。

教育・保育提供区域別でみると、御殿場地区及び富士岡地区以外の地区では不足が生

じている状態になっていますが、居住区域外の施設の利用等により各園における対応は

できていると考えられます。

保護者のニーズの把握を行いながら、効果的な事業の実施について検討していきます。
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【量の見込みと確保の内容（教育・保育提供区域別）】

Ⅰ 御殿場地区

（単位：人日）
平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

①量の見込み

１号認定

２号認定（教育を希望）

②確保の内容
（ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所） 

一時預かり事業
（幼稚園型） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

特定教育・保育施設
（ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

その他
（ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

特定教育・保育施設
（ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

確認を受けない幼稚園
（ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所） 

差（②－①）

Ⅱ 富士岡地区

（単位：人日）
平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

①量の見込み

１号認定

２号認定（教育を希望）

②確保の内容
（ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所） 

一時預かり事業
（幼稚園型） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

特定教育・保育施設
（ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

その他
（ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

特定教育・保育施設
（ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

確認を受けない幼稚園
（ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所） 

差（②－①） ▲
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Ⅲ 原里地区

（単位：人日）
平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

①量の見込み

１号認定

２号認定（教育を希望）

②確保の内容
（ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所） 

一時預かり事業
（幼稚園型） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

特定教育・保育施設
（ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

その他
（ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

特定教育・保育施設
（ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

確認を受けない幼稚園
（ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所） 

差（②－①） ▲ ▲ ▲ ▲ ▲

Ⅳ 玉穂地区

（単位：人日）
平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

①量の見込み

１号認定

２号認定（教育を希望）

②確保の内容
（ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所） 

一時預かり事業
（幼稚園型） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

特定教育・保育施設
（ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

その他
（ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

特定教育・保育施設
（ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

確認を受けない幼稚園
（ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所） 

差（②－①） ▲ ▲ ▲ ▲ ▲
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Ⅴ 印野地区

（単位：人日）
平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

①量の見込み

１号認定

２号認定（教育を希望）

②確保の内容
（ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

一時預かり事業
（幼稚園型） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

特定教育・保育施設
（ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

その他
（ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

特定教育・保育施設
（ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

確認を受けない幼稚園
（ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所） 

差（②－①） ▲ ▲ ▲ ▲ ▲

Ⅵ 高根地区

（単位：人日）
平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

①量の見込み

１号認定

２号認定（教育を希望）

②確保の内容
（ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所） 

一時預かり事業
（幼稚園型） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

特定教育・保育施設
（ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

その他
（ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

特定教育・保育施設
（ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

確認を受けない幼稚園
（ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所） 

差（②－①） ▲ ▲ ▲ ▲ ▲
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② 教育・保育施設等（幼稚園を除く）における一時預かり等

※「子育て短期支援事業（トワイライトステイ事業）」及び「子育て援助活動支援事業（ファミ

リー・サポート・センター事業［病児・緊急対応強化事業を除く］）」を含みます。

【対象】

小学校就学前の子ども（０～５歳児）

【事業内容】

家庭における保育が一時的に困難となった場合に、保育所及び認定子ども園等で一時的

に子どもを預かり、必要な保育を行います。

【教育・保育提供区域】

市全域

【量の見込みと確保の内容（教育・保育提供区域［市全域］）】

※「その他」とは、一時預かり事業（幼稚園型以外）に準じた取組を表す。

（単位：人日）
平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

①量の見込み

②確保の内容
（提供可能量） （ か所）（ か所）（ か所）（ か所）（ か所）

ⅰ 一時預かり事業
（幼稚園型以外） （ か所）（ か所）（ か所）（ か所）（ か所）

特定教育・保育施設
（保育所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

特定教育・保育施設
（認定こども園） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

ⅰ その他※

（ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

特定教育・保育施設
（保育所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

特定地域型保育事業
（小規模保育事業） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

認可外保育施設
（簡易保育施設） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

ⅱ 子育て短期支援事
業（トワイライトス
テイ事業） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

ⅲ 子育て援助活動支
援事業（ファミリ
ー・サポート・セン
ター事業［病児・緊
急対応強化事業を除
く］）

差（②－①）
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【確保方策】

量の見込みが最大である平成 年度の年間 人日に対し、確保の内容は年間

人日であり、「需要＜供給」となっています。

このように、年間を通してみると、数字上は保護者の需要を満たしていますが、一時

預かり事業では、保育士の配置状況や利用希望日の集中等により、保護者が希望した日

に利用できない状況も有り得ると考えられます。

こうした状況に対応するため、保育士の確保等により、保護者が希望する日に利用で

きるような事業の実施に努めます。また、保護者に急な用事が生じたときや、子育てに

伴う心理的、肉体的負担を解消するため、利用方法の周知等にさらに努めます。
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（６）病児保育事業（病児・病後児保育事業）

※「子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業［病児・緊急対応強化事業］）」

を含みます。

【対象】

保育の必要性の認定を受けた小学校就学前の子ども（０～５歳児）

【事業内容】

急な病気や病気からの回復期等で、集団保育が困難な子どもを一時的に保育所等の専

用室で保育等を実施します。

【教育・保育提供区域】

市全域

【量の見込みと確保の内容（教育・保育提供区域［市全域］）】

【確保方策】

量の見込みが最大である平成 年度の年間 人日に対し、確保の内容は年間

人日であり、「需要＜供給」となっています。

保護者が病児・病後児を安心して預けられる保育環境を整えるために、事業の充実に

努めます。

（単位：人日）
平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

①量の見込み

②確保の内容
（提供可能量） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

病児・病後児保育事業
（ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

特定教育・保育施設
（保育所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所） （ か所）

子育て援助活動支援事
業（ファミリー・サポ
ート・センター事業［病
児・緊急対応強化事
業］）

差（②－①）
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（７）子育て援助活動支援事業

（ファミリー・サポート・センター事業［病児・緊急対応強化事業を除く］）

【対象】

小学校就学児童

【事業内容】

子育て中の保護者を会員として、子どもの預かり等の援助を受けることを希望する者

（委託会員）と、援助を行うことを希望する者（受託会員）との相互援助活動に関する

連絡、調整を行います。

【教育・保育提供区域】

市全域

【量の見込みと確保の内容（教育・保育提供区域［市全域］）】

（単位：人日）
平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

①量の見込み

②確保の内容

（提供可能量）

差（②－①）

【確保方策】

量の見込みに対し、確保の内容は保護者の希望に応じた提供が可能な状態になってい

ます。

事業のさらなる周知を図るとともに、受託会員の安定的な確保に努めます。
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（８）利用者支援事業

【事業内容】

子どもまたはその保護者の身近な場所で、教育・保育施設や地域の子育て支援事業等

の情報提供及び必要に応じて相談・助言等を行うとともに、関係機関との連絡調整等を

行います。

【教育・保育提供区域】

市全域

【量の見込みと確保の内容（教育・保育提供区域［市全域］）】

（単位：箇所）
平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

①量の見込み

②確保の内容

（提供可能量）

差（②－①）

【確保方策】

市担当部署の窓口において、教育・保育施設や地域の子育て支援事業等の利用を希望

する保護者の相談に応じ、情報提供を行います。

情報の提供や発信にあたっては、利用者にわかりやすく伝わるよう工夫していきます。
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（９）妊婦健康診査

【事業内容】

妊婦の健康の保持及び増進を図るため、妊婦に対する健康診査として、①健康状態の

把握、②検査計測、③保健指導を実施するとともに、妊娠期間中の適時に必要に応じた

医学的検査を実施します。

【教育・保育提供区域】

市全域

【量の見込みと確保の内容（教育・保育提供区域［市全域］）】

（単位：人、人回）
平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

①量の見込み

実人数

健診回数※

②確保の内容（提供可能量）

実人数

健診回数※

差（②－①）

実人数

健診回数

※「健診回数」は、実人数に１人当たり必要な健診回数（ 回）を乗じたものを表す。

【確保方策】

母子ともに安全・安心な出産を目指し、妊婦が必要な健診回数（ 回）を確実に受け

られるよう支援に努めます。
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（ ）乳児家庭全戸訪問事業

【事業内容】

生後４か月の乳児のいるすべての家庭を訪問し、母子の健康管理や養育環境の把握、

子育て支援に関する情報提供等を行います。

【教育・保育提供区域】

市全域

【量の見込みと確保の内容（教育・保育提供区域［市全域］）】

（単位：人）
平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

①量の見込み

②確保の内容

（提供可能量）

差（②－①）

【確保方策】

訪問に従事する人員を確保し、全戸訪問に努めます。
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（ ）養育支援訪問事業及び要保護児童対策地域協議会その他の者による

要保護児童等に対する支援に資する事業

「養育支援訪問事業」と「子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業」があります。

① 養育支援訪問事業

【事業内容】

養育支援が特に必要な家庭に対して、その居宅を訪問し、養育に関する指導・助言等

を行うことにより、その家庭の適切な養育の実施を確保します。

【教育・保育提供区域】

市全域

【量の見込みと確保の内容（教育・保育提供区域［市全域］）】

（単位：人）
平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

平 成
年度

①量の見込み

②確保の内容

（提供可能量）

差（②－①）

【確保方策】

訪問に従事する人員を確保し、関係機関と連携できる体制づくりに努めます。

② 子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業

【事業内容】

要保護児童対策地域協議会（子どもを守る地域ネットワーク）の機能強化を図るため、

要保護児童対策協議会の調整機関や地域ネットワークを構成する関係機関等（地域ネッ

トワーク構成員）の専門性強化及び関係機関の連携強化を図る取組を実施する事業です。

【教育・保育提供区域】

市全域

【今後の方向性】

学識経験者による研修会の開催等を通じ、地域ネットワーク構成員の資質向上や情報

の共有化を図ることにより、地域全体の機能強化のための事業の実施を検討します。
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（ ）実費徴収に係る補足給付を行う事業

【事業内容】

保護者の世帯所得の状況等を勘案して、特定教育・保育施設等に対して保護者が支払

うべき日用品、文房具その他の教育・保育に必要な物品の購入に要する費用または行事

への参加に要する費用等の助成を行う事業です。

【教育・保育提供区域】

市全域

【今後の方向性】

国や静岡県の動向を踏まえるとともに、保護者のニーズ等の把握を行い、事業の実施

について検討します。

（ ）多様な主体が本制度に参入することを推進するための事業

【事業内容】

特定教育・保育施設等への民間事業者の参入の促進に関する調査研究や、その他の多

様な事業者の能力を活用した特定教育・保育施設等の設置または運営を促進するための

事業です。

【教育・保育提供区域】

市全域

【今後の方向性】

新規事業者の参入があった場合には、事業の実施について検討します。
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３ 教育・保育の一体的提供及び当該教育・保育の推進に関する体制の確保

子どもの健やかな育ちのためには、生涯にわたる人格形成の基礎を培う幼児期の教育・保

育は重要です。すべての子どもの育ちを同じように保障し、発達段階に応じた質の高い教育・

保育を提供することが必要となります。さらに、行政や地域社会をはじめ社会全体で子ども・

子育て支援を行っていくことが、子どものより良い育ちの実現につながります。

また、社会状況の変化や市民生活の多様化等に伴い、教育・保育に対するニーズは、今後

さらに多様化することが予想されることから、施設・事業の規模や内容についても随時検討

し、地域の実情に応じた教育・保育の提供体制の整備が必要になります。

これらを踏まえ、本市では、一人ひとりの子どもに対する質の高い教育・保育及び地域の

子育て支援が一体的に提供されるよう、次の点を重視します。

（１）認定こども園の普及

認定こども園は、保護者の就労状況に関わらず、柔軟に子どもを受け入れて教育・保育

を一体的に提供するほか、地域における子育て支援を行うという特長があります。

現在、本市では認定こども園を１か所整備していますが、ニーズ調査の結果から母親の

就労に関する希望や利用したい教育・保育の事業をみても、認定こども園の需要は高まる

ことが予想されることから、引き続き普及が必要であると考えます。中でも、学校及び児

童福祉施設としての法的位置づけを持つ幼保連携型認定こども園は、教育・保育環境の充

実につながるものであると考えられます。

認定こども園の普及にあたっては、民間活力の活用も視野に入れ、民間事業者への認定

こども園に関する情報提供や補助金等の効果的な活用を図ることによって、幼稚園及び保

育所の認定こども園への移行を支援していきます。

（２）教育・保育の質の確保

幼稚園教諭、保育士及び両方の資格を有する保育教諭の人材の確保に努めるとともに、

その処遇及び配置の改善等を図ります。また、幼稚園教諭と保育士の合同研修のほか、平

成 年度から実施している「幼稚園・保育園・小学校・中学校教職員合同研修会」、中学

校区単位で実施している「幼保小中連携・一貫教育の研究」等を継続して実施し、小学校・

中学校における教育へと一貫してつながるような取組を推進します。

（３）関係機関との連携

行政、教育・保育施設、地域型保育事業者及びその他の子ども・子育て支援を行う団体

等が、行事への参加等による相互の交流を深めるとともに、職員同士で積極的に情報交換

等を行うことにより、連携の強化を図ります。
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４ 産後の休業及び育児休業後における特定教育・保育施設等の

円滑な利用の確保

保護者が、産前・産後休業、育児休業明けに希望に応じて円滑に特定教育・保育施設また

は特定地域型保育事業を利用できるよう、産前・産後休業、育児休業期間中の保護者に対す

る情報提供や相談・支援等に努めます。

○ 保育所等の優先利用

保護者が、産前・産後休業、育児休業明けに保育所等の利用を希望した場合に、優先

的に利用ができるような配慮を行うことで、育児休業を取得しやすい環境整備を推進し

ます。

○ 育児休業制度の普及促進

関係機関や団体と連携しながら、育児休業の制度化、取得の促進、及び関連機関等が

実施している奨励制度等について周知を図ることで、制度の普及促進を図ります。

（単位：回）
平成 年度

実績
平成 年度

見込み
平成 年度
目標（見込み）

工場立地概要調査を活用
した制度の周知
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５ 職業生活と家庭生活との両立（ワーク・ライフ・バランス）の推進

共働き世帯が増加している現在、子育てと仕事の両立には家庭内での協力のほか、地域や

企業の理解や支援も必要不可欠なものとなっています。出産前後や育児中であっても女性が

いきいきと働けるよう、また、男性も積極的に育児に参加できるよう、ワーク・ライフ・バ

ランスの推進を図ります。

○ ハローワーク、商工会等関係機関との連携

雇用の確保及び労働条件の改善を図るため、ハローワーク、静岡県、関係機関との連

携に努めます。

○ ワーク・ライフ・バランスに関する広報・啓発・情報提供

ワーク・ライフ・バランスに関係する法律や制度を周知するための広報・啓発活動を

実施します。

（単位：回）
平成 年度

実績
平成 年度

見込み
平成 年度
目標（見込み）

工場立地概要調査を活用
した制度の周知

○ 休日保育事業の充実

日曜日や祝日に仕事を持っている保護者のニーズに対応し、保育所等において休日の

保育を実施します。休日保育を実施するための人材の確保が課題となります。

（単位：園・人）
平成 年度

実績
平成 年度

見込み
平成 年度
目標（見込み）

実施園数

利用人数
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６ 要保護児童への対応などきめ細かな取組の推進

児童虐待防止対策の充実、ひとり親家庭等の自立支援の促進、障害児等特別な支援が必要

な子どもの施策の充実等について、静岡県が行う施策と連携を図りながら事業を推進します。

（１）児童虐待防止対策の充実

児童虐待に走るケースの多くが、育児不安や頼れる人の欠如によって引き起こされてい

ます。こうした問題に対し、子育てをする人の負担や孤立感をなくし、子育ての喜びを感

じながら子どもと一緒に成長していくための施策の充実を図ります。

○ 要保護児童対策地域協議会の充実

要保護児童や特定妊婦に関する情報その他要保護児童の適切な保護または支援を図る

ために、関係機関と連携して必要な情報の交換を行うとともに、要保護児童等に対する

支援の内容に関する協議を行います。

（単位：回）
平成 年度

実績
平成 年度

見込み
平成 年度
目標（見込み）

実務者会議の開催回数

乳幼児部会開催回数

 
○ 家庭児童相談の充実

児童の健全な育成を図るため、家庭児童相談室に家庭相談員２名を置き、児童に関す

る様々な相談や指導を行います。

今後も要保護児童対策地域協議会の調整員や婦人相談員等との連携を深め、日々の相

談業務の充実を図ります。

（単位：件）
平成 年度

実績
平成 年度

見込み
平成 年度
目標（見込み）

相談件数

 
○ 虐待の早期発見と予防

健康相談、健康診査、訪問指導等あらゆる機会における児童虐待の早期発見や関係機

関と連携した支援を行います。
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○ 民生委員児童委員、主任児童委員との連携強化

民生委員児童委員、主任児童委員は地域に根ざした活動が必要であることから、自治

会をはじめとする関係団体及び関係機関との連携をより深め、人材の確保と制度の地域

住民への周知を図ります。

制度の周知と児童虐待防止の観点から身近な民生委員児童委員対象の研修会を開催し、

連携強化を継続していきます。

（単位：人・地区・回）
平成 年度

実績
平成 年度

見込み
平成 年度
目標（見込み）

民生委員児童委員数
（うち主任児童委員） （ ） （ ） （ ）

法定地区民生委員児童
委員協議会数

児童福祉部会
研修会開催回数
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（２）ひとり親家庭等の自立支援の推進

ひとり親家庭の自立した生活と子どもの健やかな成長を図るため、経済的支援を継続す

るとともに、就業が困難な母子家庭等への相談体制の充実を図るなど、総合的な自立支援

の推進に努めます。

○ 児童扶養手当の支給

父（または母）がいない、あるいは父（または母）の監護を受けられない児童を養育

し、公的年金を受給していない母（または父）や養育者に対して支給します。

平成 年 月から年金との併給調整が可能となったため、制度の周知を図ります。

○ 交通遺児等扶養手当の支給

交通災害及び自然災害等により、両親もしくは両親のうち主たる生計維持者が死亡ま

たは廃疾になったとき支給します。

○ 母子家庭等自立支援給付費の支給

母子家庭（父子家庭）等の生活の安定や向上を図るため、自立支援教育訓練や高等職

業訓練促進等を行います。

離婚率が上昇傾向にあることから、必要な人に必要な支援が行われるよう、事業の周

知を図ります。

○ 母子家庭等医療費の助成

母子家庭（父子家庭）等に対して医療費の一部を助成し、福祉の増進を図ります。

平成 年 月から児童の受診について子ども医療との選択を可能とし、保護者の医療

機関窓口での負担軽減を図っています。

○ 母子家庭等児童入学卒業祝金の支給

母子家庭等の児童の健全な育成を助成するため、祝い金を支給します。（小学校入学児

童及び中学校卒業生徒 円）

○ 母子家庭協力員制度の活用

母子家庭等の自立のため、静岡県知事から委嘱された３人の協力員が担当し、必要な

助言、指導を行います。
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（３）障害児等特別な支援が必要な子どもの施策の充実

障害の原因となる疾病の予防や早期発見・治療の推進を図るため、妊娠・出産期等、早

期からの健康診査の実施を行います。また、障害のある子どもに対し、関係機関が一体と

なり各種の施策が行われるよう、療育支援体制の充実に努めます。

○ 障害児の教育・保育事業の充実

集団生活が可能な障害児を幼稚園及び保育所等に受け入れ、集団生活において個別指

導を行いながら共に育ち合える教育・保育を行います。

障害児については、「御殿場市就園支援委員会」または「御殿場市障害児等保育の実施

審査委員会」において処遇の検討を行います。個別対応等の配慮が必要となった場合の

保育士等の確保が課題となります。

○ 障害児福祉手当の給付

身体または精神に重度の障害の状態があるために、日常生活において常時介護を必要

とする障害児に給付します。

障害者手帳取得前の手当対象児童に対する周知のため、関係部署等との連携を図りま

す。

○ 障害児等補装具・日常生活用具の給付

障害児等の日常生活を容易にするために、補装具及び日常生活用具を給付します。

障害者手帳を取得している対象児童が必要とするものを提供できるよう相談に応じる

とともに、関係機関への情報提供を行い、連携を図っていきます。

また、要望を静岡県に報告し、静岡県等で対象に加えられた用具等を市でも合わせて

追加していきます。

（単位：件）
平成 年度

実績
平成 年度

見込み
平成 年度
目標（見込み）

補装具支給件数

日常生活用具支給件数

○ 重度心身障害者（児）医療費の助成

重度心身障害児の保健向上と福祉の増進を図るため、医療費の一部を助成します。
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○ 身体障害者住宅改造費の助成

身体障害児またはその保護者が住宅設備を当該障害児に適するように改造するための

経費の一部を助成します。

一度に限って利用が可能な制度であるため、制度の利用についての周知を図り、障害

児本人にとって効果的な利用をすすめていきます。

○ 発達障害者（児）支援体制の整備

発達障害者（児）または発達に課題のある方に対して乳幼児からの一貫した支援を行

うことができる体制を整備します。

児童発達支援事業に関する制度の周知に努めるほか、平成 年度に御殿場市発達支援

システムを構築し、平成 年度から運用することで、一貫した支援等を図ります。

（単位：回）
平成 年度

実績
平成 年度

見込み
平成 年度
目標（見込み）

自立支援協議会発達支援
部会開催回数

 
○ 発達障害に係る相談及び療育的支援の充実

発達障害者（児）または発達に課題のある方に関して、アセスメント、助言、機関連

携及び療育的支援等を行います。

相談事業の一環として、知能発達検査の実施や療育的教室実施のための人員配置等を

検討していきます。

（単位：件・回）
平成 年度

実績
平成 年度

見込み
平成 年度
目標（見込み）

相談件数

総合

発達

療育的教室開催回数 －

○ 特別児童扶養手当の支給

中度・重度の心身障害児を扶養している保護者に支給します。

市が把握していない対象児童に周知を図るため、関係機関及び関係部署との連携を図

ります。

○ 心身障害児（者）扶養手当の支給

療育手帳Ａ所持者、特別児童扶養手当１級受給者の扶養者に支給します。
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○ 障害児の居宅生活支援事業の充実

障害児の居宅生活を支援するため、ホームヘルパーやショートステイ事業等を利用し

たときの費用の一部または全部を助成します。

（単位：人）
平成 年度

実績
平成 年度

見込み
平成 年度
目標（見込み）

居宅介護の利用決定人数

短期入所の利用決定人数

 
○ 特別支援教育の充実

幼稚園や小中学校を通じ、障害のある幼児・児童生徒及び通常学級等に在籍する特別

な教育を希望する児童生徒等に対して、個別の支援計画に基づき適切な支援を行い、就

労等将来の社会生活の基礎を培います。

特別な支援を要する児童生徒数は増加傾向にあり、学校現場ではより特別支援に精通

した者及び適時な指導・支援を必要としています。このことから、巡回相談員を特別支

援教育士または特別支援教育についての研修を受けた者等に変更し、学校現場のニーズ

に対応していきます。

（単位：人・回）
平成 年度

実績
平成 年度

見込み
平成 年度
目標（見込み）

巡回相談員数

専門家チーム会議
開催回数

特別支援学級支援員数



 

 

第５章

計画推進の方策
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第５章 計画推進の方策

１ 計画の推進体制

子ども・子育てに関わる施策は、児童福祉分野だけでなく、保健、医療、教育、就労

等、様々な分野と関連するものになります。

保護者が安心して子育てができ、子どもが健やかに育つ環境をつくるためには、保育

所、幼稚園等の教育・保育施設や子育て支援事業を実施する事業者をはじめ、学校やＰ

ＴＡ、社会福祉協議会、医師会、歯科医師会、ボランティア団体、民生委員児童委員等

の関係団体・機関、自治会や企業等の地域組織との適切な役割分担のもとに、相互に協

力しながら子育て支援を行えるような体制を整備することが必要です。

このことを踏まえ、本計画の推進にあたっては、地域社会を構成する様々な団体・機

関との連携を図りつつ、市民の意見を取り入れながら、地域ぐるみでの子育ち及び子育

て支援の推進を図ります。

さらに、子育て支援施策は、児童手当等、国や静岡県の制度に基づくものも多いこと

から、国・静岡県と連携し各種施策の充実を図っていくとともに、必要に応じて国・静

岡県に対して要望を行っていきます。

２ 計画の進捗管理と評価

計画の進捗管理にあたっては、毎年度、計画に基づく施策の実施状況の把握、点検を

行い、御殿場市子ども・子育て会議等において評価を実施します。

その評価結果に基づき、すみやかに改善につなげていくことで、計画の実効性を高め

ていきます。

また、必要に応じて基本指針に基づく計画の中間見直しを行い、社会状況に応じた柔

軟な子育て支援施策の実施に取り組んでいきます。
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資 料

教育・保育施設一覧

平成27年4月1日現在 
施設区分 区分 施設名称 住所

幼稚園 市立 御殿場幼稚園 御殿場市二枚橋 260-1 

富士岡幼稚園 御殿場市中清水 119 

竈幼稚園 御殿場市竈 154-1 

神山幼稚園 御殿場市神山 416-2 

原里幼稚園 御殿場市川島田 1917-2 

玉穂幼稚園 御殿場市中畑 426-1 

原里西幼稚園 御殿場市板妻 101-6 

森之腰幼稚園 御殿場市川島田 451-3 

私立 御殿場聖マリア幼稚園 御殿場市新橋 1591 

みなみ幼稚園 御殿場市萩原追分 1193-13 

保育所 市立 東保育園 御殿場市東田中 496-1 

西保育園 御殿場市萩原 728-1 

原里第１保育園 御殿場市川島田 71-3 

原里第２保育園 御殿場市神場 646-47 

玉穂第１保育園 御殿場市茱萸沢 1322-1 

玉穂第２保育園 御殿場市中畑 1676-1 

高根第１保育園 御殿場市塚原 880-3 

高根第２保育園 御殿場市上小林 431-1 

私立 高根学園保育所 御殿場市西田中 402-8 

すみれ保育園 御殿場市竈 1237-1 

富岳保育園 御殿場市大坂 362-4 

双葉保育園 御殿場市保土沢 500-3 

萩原保育園 御殿場市萩原 477-11 

神山保育園 御殿場市神山 1692-4 

みなみ保育園 御殿場市萩原追分 1193-21 

とらのこ保育園 御殿場市川島田 1073-1 

みらい保育園 御殿場市新橋 1555-1 

認定こども園 市立 印野こども園 御殿場市印野 1457-2 
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御殿場市子ども・子育て会議設置条例

平成25年御殿場市条例第45号 

（設置）

第１条 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第７７条第１項の規定に基づ

き、御殿場市子ども・子育て会議（以下「子ども・子育て会議」という。）を置く。

（組織）

第２条 子ども・子育て会議は、委員１５人以内で組織する。

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。

子どもの保護者

関係団体の代表

子ども・子育て支援に関する事業に従事する者

知識と経験を有する者

関係行政機関の職員

公募による者

（任期）

第３条 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間と

する。

２ 委員は、再任されることができる。

（会長及び副会長）

第４条 子ども・子育て会議に、会長及び副会長１人を置き、委員の互選により定める。

２ 会長は、会務を総理し、子ども・子育て会議を代表する。

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき、又は欠けたときは、その職務を代理

する。

（会議）

第５条 子ども・子育て会議は、会長が招集し、会議の議長となる。

２ 子ども・子育て会議は、委員の過半数が出席しなければ、開くことができない。

３ 子ども・子育て会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のとき

は、議長の決するところによる。

４ 子ども・子育て会議は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、意見又は

説明を聴くことができる。

（庶務）

第６条 子ども・子育て会議の庶務は、市長の定める部課において処理する。
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（委任）

第７条 この条例に定めるもののほか、子ども・子育て会議に関し必要な事項は、市長が

別に定める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成２６年２月１日から施行する。

（準備行為）

２ この条例を施行するために必要な準備行為は、この条例の施行前においても行うこと

ができる。

（任期の特例）

３ この条例の施行後最初に委嘱される委員の任期は、第３条第１項の規定にかかわらず、

平成２８年３月３１日までとする。

（招集の特例）

４ この条例の施行後最初に招集される会議は、第５条第１項の規定にかかわらず、市長

が招集する。

（御殿場市教育委員会の委員等に対する報酬の支給及び費用弁償条例の一部改正）

５ 御殿場市教育委員会の委員等に対する報酬の支給及び費用弁償条例（昭和３１年御殿

場市条例第２９号）の一部を次のように改正する。

（別表：略）
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御殿場市子ども・子育て支援制度庁内推進委員会設置規程

平成25年御殿場市訓令甲第11号 
（設置）

第１条 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号。以下「法」という。）第３条第

１項に規定する市町村の責務に基づき、本市における子ども・子育て支援を総合的かつ

効果的に推進するため、御殿場市子ども・子育て支援制度庁内推進委員会（以下「委員

会」という。）を置く。

（所掌事項）

第２条 委員会は、次に掲げる事項を所掌する。

法第６１条に規定する市町村子ども・子育て支援事業計画（以下「子ども・子育て

支援事業計画」という。）の原案の策定（変更を含む。）に関すること。

子ども・子育て支援事業計画の推進に関すること。

前２号に掲げるもののほか、本市の子ども・子育て支援の推進に関すること。

（組織）

第３条 委員会は、別表第１に掲げる職にある者及び別表第２に掲げる組織に属する職員

をもって構成する。

（委員長及び副委員長）

第４条 委員会に、委員長及び副委員長１人を置く。

２ 委員長は、子ども育成課長をもって充て、副委員長は、教育総務課長をもって充てる。

３ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるとき、又は欠けたときは、その職務

を代理する。

（会議）

第５条 委員会は、委員長が招集し、会議の議長となる。

２ 委員長が必要と認めるときは、委員会に委員以外の者の出席を求め、意見又は説明を

聴くことができる。

（庶務）

第６条 委員会の庶務は、市長の定める部課において処理する。

（補則）

第７条 この規程に定めるもののほか、委員会に関し必要な事項は、市長が別に定める。

附 則

この訓令甲は、公表の日から施行する。

別表第１（第３条関係）

子ども育成課長 教育総務課長

別表第２（第３条関係）

子育て支援課 子ども育成課 健康推進課 商工観光課 教育総務課 学校教育課
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御殿場市子ども・子育て会議委員名簿

（敬称略） 

 氏名 所属等 会役職 委嘱期間
条例
区分※

１ 
金 刺 泰 弘

御殿場市保育園保護者会連合会 会長

H26.4.1～ 

川 口 徹 也
H26.2.18～ 

H26.3.31 

２ 野 澤 絵美子 御殿場幼稚園ＰＴＡ H26.2.18～ 

３ 
芹 澤 千 佳

御殿場市ＰＴＡ連合会 副会長

H26.4.1～ 

伊 藤 美由技
H26.2.18～ 

H26.3.31 

４ 岩 瀬 和 代 御殿場市立原里小学校 校長 H26.2.18～ 

５ 滝 口 眞里子 主任児童委員 H26.2.18～ 

６ 
式 部 修

矢崎エナジーシステム株式会社 富士工場
総務チームリーダー

H26.10.14～ 

栗 原 正 利
H26.2.18～ 

H26.10.13 

７ 織 本 玲 子 株式会社タカダ産業 総務主任 副会長 H26.2.18～ 

８ 清 水 千佐子 御殿場農業協同組合 総務企画部人事教育課 H26.2.18～ 

９ 勝 亦 敦 志 一般社団法人 御殿場青年会議所 副理事長 H26.2.18～ 

10 本 﨑 肇 神山保育園 園長 会長 H26.2.18～ 

11 山 﨑 元 則 みなみ幼稚園 園長 H26.2.18～ 

12 岩 田 眞 宗 ＳＭＩＬＥＫＩＤＳ ＮＵＲＳＥＲＹ 園長 H26.2.18～ 

13 
岩 間 真 人

静岡県御殿場健康福祉センター 所長

①H26.2.18～ 
H26.10.13 

②H27.1.21～ 

松 本 晃 明
H26.10.14～ 

H27.1.20 

14 髙 村 典 子 市民公募 H26.2.18～ 

15 石 橋 睦 実 市民公募 H26.2.18～ 

※御殿場市子ども・子育て会議設置条例第２条第２項の区分
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計画の策定経過

会議等 協議事項等

平成26年 
2月13日 

第１回（平成25年度） 
庁内推進委員会 

子ども・子育て支援事業ニーズ調査結果の報告

子ども・子育て支援事業計画の概要

2月18日 
第１回（平成25年度） 
子ども・子育て会議 

子ども・子育て支援新制度の概要

子ども・子育て支援事業ニーズ調査結果の報告

5月8日 
第１回（平成26年度） 
子ども・子育て会議 

教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の量の見込み

教育・保育提供区域

御殿場市子ども・子育て支援事業計画（骨子案）

5月22日 
第１回（平成26年度） 
庁内推進委員会 

教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の量の見込み

教育・保育提供区域

御殿場市子ども・子育て支援事業計画（骨子案）

6月4日 

第２回 
庁内推進委員会 

子ども・子育て支援新制度に係る基準等

①家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準

②特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準

③放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準

教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の量の見込み

6月11日 

第２回 
子ども・子育て会議 

子ども・子育て支援新制度に係る基準等

①家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準

②特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準

③放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準

教育・保育の量の見込み

7月28日 

第３回 
庁内推進委員会 

教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の「量の見込み」

①「市全域」を単位とした「量の見込み」

②教育・保育提供区域の見直し

③「教育・保育提供区域」を単位とした「量の見込み」

8月6日 

第３回 
子ども・子育て会議 

教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の「量の見込み」

①「市全域」を単位とした「量の見込み」

②教育・保育提供区域の見直し

③「教育・保育提供区域」を単位とした「量の見込み」

保育の必要性の認定基準

9月11日 

第４回 
庁内推進委員会 

「地域子育て支援拠点事業」の「量の見込み」の見直し

「特定教育・保育施設」及び「特定地域型保育事業」の「利用定員」の設定

「教育・保育」及び「地域子ども・子育て支援事業」の「確保方策」～市全域～

「教育・保育」及び「地域子ども・子育て支援事業」の「確保方策」

～教育・保育提供区域～

9月18日 

第４回 
子ども・子育て会議 

「地域子育て支援拠点事業」の「量の見込み」の見直し

「教育・保育」及び「地域子ども・子育て支援事業」の「確保方策」

≪市全域≫及び≪教育・保育提供区域≫

「特定教育・保育施設」及び「特定地域型保育事業」の「利用定員」

10月3日 
第５回 
庁内推進委員会 

御殿場市子ども・子育て支援事業計画（素案）

10月14日 
第５回 
子ども・子育て会議 

「量の見込み」、「確保方策」及び「利用定員」の見直し

御殿場市子ども・子育て支援事業計画（素案）
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会議等 協議事項等

平成27年 
1月15日 

第６回 
庁内推進委員会 

御殿場市子ども・子育て支援事業計画（案）

①御殿場市子ども・子育て支援事業計画（案）の修正

②利用定員の設定及び修正

利用者負担

1月21日 

第６回 
子ども・子育て会議 

御殿場市子ども・子育て支援事業計画（案）

①御殿場市子ども・子育て支援事業計画（案）の修正

②利用定員の設定及び修正

利用者負担
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用語の解説

か行

○ 家庭的保育事業

主に満３歳未満の乳児・幼児を対象とし、利用定員が５人以下で、家庭的保育者の居宅また

はその他の場所で、家庭的保育者による保育を行う事業。地域型保育事業の１つ。

○ 教育・保育施設

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（認定こども園法）

第２条第６項に規定する認定こども園、学校教育法第１条に規定する幼稚園及び児童福祉法第

条第１項に規定する保育所。

○ 居宅訪問型保育事業

主に満３歳未満の乳児・幼児を対象とし、障害・疾患などで個別のケアが必要な場合などで、

保護者の自宅において、１対１で保育を行う事業。地域型保育事業の１つ。

○ 子ども・子育て支援

すべての子どもの健やかな成長のために適切な環境が等しく確保されるよう、国もしくは地

方公共団体または地域における子育ての支援を行う者が実施する子ども及び子どもの保護者に

対する支援（子ども・子育て支援法第７条）。

○ コーホート変化率法

同じ年、または同じ時期に生まれた人々の集団（コーホート）について、過去における実績

人口の動勢から「変化率」を求め、それに基づき将来人口を推計する方法。

 
さ行

○ 事業所内保育事業

事業所内の施設等において、主に自社の従業員の子どもを預かる保育事業。地域型保育事業

の１つ。子ども・子育て支援新制度における事業所内保育事業は、事業所の従業員の子どもに

加えて、地域の保育を必要とする子どもの保育を実施するものが公費の給付対象事業（特定地

域型保育事業）の要件とされる。

○ 施設型給付

教育・保育施設を通じた共通の給付。

○ 小規模保育事業

主に満３歳未満の乳児・幼児を対象とし、利用定員が６人以上 人以下で保育を行う事業。

地域型保育事業の１つ。

○ 食育

食品の安全性への不信感や、生活習慣病の増加などを背景に、食材や食習慣、食文化、栄養

などに関する理解を深めるなど、食を通じて、身体や心の健康を育むこと。
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た行

○ 単独世帯

世帯構造の１つの分類で、世帯員が一人だけの世帯。「単身世帯」や「シングル世帯」とも呼

ばれる。

○ 地域型保育給付

地域型保育事業への給付。

○ 地域型保育事業

家庭的保育事業・小規模保育事業・居宅訪問型保育事業・事業所内保育事業の４事業がある。

子ども・子育て支援新制度において市町村の認可事業として、児童福祉法に位置づけた上で、

地域型保育給付の対象とし、多様な施設や事業の中から利用者が選択できる仕組みとしている。

○ 特定教育・保育施設

市町村長が施設型給付費の支給に係る施設として確認する「教育・保育施設」をいう。児童

福祉法や学校教育法等を根拠とする施設の「認可」と、子ども・子育て支援法による「確認」

（子ども・子育て支援法第 条）の両方を受けることが必要になる。施設型給付を受けず、私

学助成を受ける私立幼稚園は含まれない。

○ 特定地域型保育事業

市町村長が地域型保育給付費の支給に係る施設として確認する「地域型保育事業」をいう。

児童福祉法を根拠とする事業の「認可」と、子ども・子育て支援法による「確認」（子ども・子

育て支援法第 条）の両方を受けることが必要になる。

○ 特別支援学級

障害があるために、通常の学級における指導では十分な指導の効果を上げることが困難な児

童生徒に対し、きめ細かな教育を行うために、小学校及び中学校の中に、特別に設置された少

人数の学級で、あくまでも小学校または中学校の学級の一つ。特別な配慮のもとに、児童生徒

の実態に応じた適切な教育を行う。

  

19 人 

6 人 6 人
5 人 

1 人 

保育の実施場所

小規模
保育

家庭的
保育

【事業主体】

市町村、民間事業者等

居宅訪問型保育

【事業主体】

事業所内保育

【事業主体】

事業主等

認
可
定
員

保育者の居宅その他の場所、施設

（右に該当する場所を除く）

保育を必要とする

子どもの居宅

事業所の従業員の子ども

（従業員枠）

＋

地域の保育を必要とする

子ども（地域枠）

地域型保育事業の位置づけ

【事業主体】

市町村、民間事業者等
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な行

○ 認可外保育施設

保育を目的とする施設で、児童福祉法に基づく保育所としての県知事の認可を受けていない

もの（保育事業の実施には県知事への届出が義務づけられている）。

○ 認可保育所

国が定めた児童福祉施設の設備および運営に関する基準を守り、県知事に認可を受けている

保育所。

○ 認定こども園

幼稚園と保育所の機能を併せ持つ施設（就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提

供の推進に関する法律第２条第６項）。「幼保連携型」、「幼稚園型」、「保育所型」、「地方裁量型」

の４つの類型がある。

認定こども園は、保護者が働いている、いないにかかわらず受け入れて、教育・保育を一体

的に行う、幼稚園と保育所のそれぞれの良いところを活かしながら、その両方の役割を果たす

ことができる施設。

さらに、認定こども園に通っていない子どもを含め、すべての子育て家庭を対象に、子育て

相談や親子の集いの場の提供などの子育て支援を行っている。

 
は行

○ 病児・病後児保育

病気にかかっている子ども、あるいは、病気が回復期にある子どもを保育する事業。

幼保連携型 幼稚園型 保育所型 地方裁量型

認可幼稚園と認可保育所とが

連携して、一体的な運営を行

うことにより、認定こども園

としての機能を果たすタイプ

認可幼稚園が、保育に欠ける

子どものための保育時間を確

保するなど、保育所的な機能

を備えて認定こども園として

の機能を果たすタイプ

認可保育所が、保育に欠ける

子ども以外の子どもも受け入

れるなど、幼稚園的な機能を

備えることで認定こども園と

しての機能を果たすタイプ

幼稚園・保育所いずれの認可

もない地域の教育・保育施設

が、認定こども園として必要

な機能を果たすタイプ

地域における

子育て支援

すべての子育て家庭を対

象に、子育て不安に対応し

た相談や親子の集いの場の

提供などを実施

認 定 こ ど も 園

就学前の子どもに

幼児教育・保育を提供

すべての子育て家庭を対

象に、子育て不安に対応し

た相談や親子の集いの場の

提供などを実施

機能

付加

機能

付加

●幼児教育

●３歳～就学前の

子ども

幼 稚 園

●保育

●０歳～就学前の

保育に欠ける子

ども

保 育 所
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○ ファミリー・サポート・センター

地域において子育ての援助を受けたい人と行いたい人が会員となり、子育てについて助け合

う会員組織。設立運営は市が行う。

○ 保育所

児童福祉法第 条第１項に規定する施設で、保育を必要とする満１歳に満たない乳児及び満

１歳から小学校就学の始期に達するまでの幼児に対して保育を行う施設。

○ 放課後児童教室（学童保育）

保護者が就労等により昼間家庭にいない小学生の子どもに対し、指導員の下、生活の場を提

供するもの。平成 年度から「放課後児童クラブ」に名称変更。

 
や行

○ 夜間養護等事業（トワイライトステイ事業）

保護者が仕事等の理由により恒常的に夜間に帰宅するため、家庭における児童の養育が一時

的に困難となった場合に、その児童を児童福祉施設等に通所させ、生活指導、夕食の提供等を

行うサービス。

○ 幼稚園

学校教育法第１条に規定する施設で、満３歳から小学校就学の始期に達するまでの幼児に対

して幼稚園教育を行う施設。

 
わ行

○ ワーク・ライフ・バランス

「仕事と生活の調和」と訳され、「国民一人ひとりがやりがいや充実感を持ちながら働き、仕

事上の責任を果たすとともに、家庭や地域生活などにおいても、子育て期、中高年期といった

人生の各段階に応じて多様な生き方が選択・実現できる」ことを指す。
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